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記
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「第１８章 ＦＢ－Ｈ型陸上ヘリポート灯台仕様（防灯仕第２８
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４号）ヘリポート灯台

路灯、滑走路末端灯、進入灯、滑走路末端補助灯」
に改める。

別紙第１編第１章を別紙第１のように改める。
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１ 適用範囲

本仕様書は、進入灯、滑走路灯、滑走路末端灯、滑走路末端補助灯及び誘導

路灯の地上型標識灯（以下「灯器」という。）に適用する。

２ 適用法規及び規格

(1) 航空法施行規則 （昭和２７年７月運輸省令第５６号）

(2) 日本工業規格 （ＪＩＳ）

(3) 関 連 仕 様 書

航空照明用プラグ・レセップ仕様書

航空照明用接手仕様書

航空照明用アダプタ－仕様書

航空照明用ハロゲン電球仕様書

航空灯火用干渉膜透過フィルタ仕様書

３ 用語の定義

防 灯 仕 第 ５ ７ 号

防 灯 仕 第 １ ６ ０ 号

防 灯 仕 第 １ ８ ８ 号

防 灯 仕 第 ２ ３ １ 号

防 灯 仕 第 ２ ６ ４ 号

：灯器によって得られる光色の不動光をいう。

：規定された光度の灯光の開きをいう。

：主光柱の外側において規定された光度の灯光の広がり

をいう。

：主光柱、副光柱の開きの範囲を示す曲線をいう。

：主光柱曲線内の各点の光度を平均した値の要求下限値

をいう。

： JIS W ８ ３０１ (航空標識の色 )に規定された色度を有

する灯火の色をいう。

：灯器に表示された電流をいう。

：灯器に表示された消費電力をいう。

：光源が点灯しなくなるまでの通算点灯時間をいう。

：長時間にわたり製造された同一型式の光源の平均値に

基づいて公表された寿命をいう。

：灯器に装着されたランプが、定格電流（電圧）での点

灯において、規定する要求光度の７０％を維持する時

間をいう。

：可視の光学的放射を作るための電気を利用した発光部

品（ハロゲン電球、ＬＥＤ等）をいう。

：抵抗体に電流を流すことにより、白熟させた際の発光

を利用する電気による光源をいう。

： Light E mi tt ing D io deの 略で、電子が結合したときの

発光エネルギーを利用した半導体の一種をいう。

：光学特性を得るためにＬＥＤ取付基板、配光制御用レ

ンズ、ホルダー、給電端子、保護回路等を一体化した

モジュールをいう。

： LEDユニットへ電源を供給するための、直流変換及び光

度制御機能を一体化したモジュールをいう。

：地上型灯器に航空機が接触した場合に、航空機に損傷

を与えないことをいう。

(1)

( 2 )

( 3 )

( 4 )

( 5 )

( 6 )

( 7 )

( 8 )

( 9 )

( 1 0 )

( 1 1 )

( 1 2 )

( 1 3 )

( 1 4 )

( 1 5 )

( 1 6 )

( 1 7 )

灯 光

主 光 柱

副 光 柱

光 柱 曲 線

最 低 平 均 光 度

光 色

定 格 電 流

定 格 電 力

寿 命

定 格 寿 命

有効ランプ寿命

ラ ン プ

電 球

Ｌ Ｅ Ｄ

ＬＥＤユニット

点 灯 ユ ニ ッ ト

脆 弱 性
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４ 灯器の種類

本仕様書に規定する灯器の種類は、表１のとおりとする。

表 １ 灯器の種類

灯 火 名 灯 光 灯器型式 光柱特性

進 入 灯 センターライン 航空可変白 ＥＨＵ－３１ 付図 １

クロスバー 航空白 ＥＨＵ－３１Ｄ

進入端 航空緑 ＥＨＵ－３２ 付図 ２
ＥＨＵ－３２Ｄ

滑 走 路 末 端
灯 終 端 航空赤 ＥＨＵ－３３ 付図 ３

ＥＨＵ－３３Ｄ

進入端／終端 航空緑／赤 ＥＨＢ－３４ 付図２、３
ＥＨＢ－３４Ｄ

滑走路末端 ＥＨＵ－３１
航空緑 ＥＨＵ－３１Ｄ 付図 ４

補助灯

滑 走 路 灯 航空可変白／黄 ＥＨＢ－３５ 付図 ５

航空白／黄 ＥＨＢ－３５Ｄ

誘 導 路 灯 航空青 ＥＬＯ－３８Ｄ／Ａ 付図 ６

注 1 灯器の型式は下記の例による。

１ ） ハ ロ ゲ ン 電 球 式

Ｅ Ｈ Ｕ － ３ ２

↑ ↑ ↑ ↑ ↑

第 １ 項 第 ２ 項 第 ３ 項 第 ４ 項 第 ５ 項

２ ） Ｌ Ｅ Ｄ 式

Ｅ Ｈ Ｕ － ３ １ Ｄ

↑ ↑ ↑ ↑ ↑ ↑

第 １ 項 第 ２ 項 第 ３ 項 第 ４ 項 第 ５ 項 第 ６ 項

第 １ 項

第 ２ 項

第 ３ 項

Ｅ：地上型を示す。 (Elevate Type)

Ｈ：高光度 (High intensity)

Ｌ：低光度 (Low intensity)

Ｕ：１方向 (Uni- directional)

Ｂ：２方向 (Bi- directional)

Ｏ：全方向 (Omni- directional)
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５ 基本性能

５．１ 光学性能

５．１．１ 灯 光

(1) 灯光は表１及び表２に示す光色の不動光とする。

(2) 光色はＪＩＳ Ｗ ８３０１（航空標識の色）に規定された色度範囲

とする。

(3) 点灯電流と光度比の関係は表３のとおりとする。

表 ２ 光 色 の 種 類

注 ＊１ 定格光度の５％まで減光した場合も適合するものとする。
＊２ ＬＥＤ灯火の場合は「制限緑Ⅰ」

ＬＥＤ灯火以外の場合は「制限緑Ⅱ」
＊３ 定格光度の１０％まで減光した場合も適合するものとする。

第 ４ 項

第 ５ 項

第 ６ 項

３：ＣＡＴ－Ⅲ対応灯器

１：進入灯（センタ－ライン及びクロスバ－）、滑走路末端補助灯

２：滑走路末端灯（進入端）

３：滑走路末端灯（終 端）

４：滑走路末端灯（進入端／終端）

５：滑走路灯

８：誘導路灯

Ｄ ：ＬＥＤ灯器（５段階自動式光度切替対応型）

Ｄ／Ａ：ＬＥＤ灯器（３段階自動式光度切替対応型）

色 略 号 光 色 の 種 類

Ｒ 航 空 赤 　 ＊ 1

航 空 緑 　 ＊ 1

　 　 　 　 　  ＊ 2

Ｙ 航 空 黄 　 ＊ 1

Ｂ 航 空 青 　 ＊ 3

航 空 可 変 白

航 空 白 　 ＊ 1

Ｇ

Ｗ
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５．１．２ 光柱特性

(1) 灯器の光柱光度は、定格電流で点灯し、付図１～６に示す特性を有

するものとする。

(2) 前項に示す光柱曲線内の最小光度は、規格最低平均光度の０．５倍

以上であり、最大光度は実測最小光度の３倍以内とする。

なお、光源を電球とするもの等の最大光度は実測平均光度の１．５

倍以内とする。

(3) 全方向形の灯器にあってはリブや電球のフィラメントのサポートの

影響により遮光され、規格値を満足しない範囲は最大３０％とする。

５．２ 電気的特性

(1) 灯器の定格電流は６．６Ａとし、導電部の通電容量は定格電流の１．

５倍とする。

(2) 灯器は、ランプの断芯又は故障時に生じる絶縁変圧器の二次解放電圧

に耐え、７．３項を満足するものとする。

(3) 灯器の定格電力は、表４に示す値を標準とする。

(4) 半導体を有する灯器は耐雷性を考慮する。

5 4 3 2 1

- - 100 30 10

表３　点灯電流と光度比の関係
光度段階

点灯電流
灯器形式
EHU-31
EHU-31D
EHU-32
EHU-32D
EHU-33
EHU-33D
EHB-34
EHB-34D
EHB-35
EHB-35D

点灯電流
灯器形式
ELO-38D/A

6.6A 5.2A 4.1A 3.4A 2.8A

- - 6.6A 5.5A 4.8A

光
度
比

（
％

）

100 25 5 1 0.2
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表 ４ 定格電力及び適用ランプ

灯 器 型 式 定格電力 適用ランプ
( )はランプの種類

ＥＨＵ－３１ 200W JＦ６ .６Ａ ２００ＷＶ 3

１方向型 ＥＨＵ－３１Ｄ 60W以下 （ＬＥＤ）

ＥＨＵ－３２ 200W ＪＦ６ .６Ａ ２００ＷＶ 3

ＥＨＵ－３２Ｄ 60W以下 （ＬＥＤ）

ＥＨＵ－３３ 100W ＪＦ６ .６Ａ １００ＷＶ 3

ＥＨＵ－３３Ｄ 60W以下 （ＬＥＤ）

ＥＨＢ－３４ 250W ＪＦ６ .６Ａ ２５０ＷＶ 3
２方向型

ＥＨＢ－３４Ｄ 60W以下 （ＬＥＤ）

ＥＨＢ－３５ 150W ＪＦ６ .６Ａ １５０ＷＶ 3

ＥＨＢ－３５Ｄ 60W以下 （ＬＥＤ）

全方向型 ＥＬＯ－３８Ｄ／Ａ 6W以下 （ＬＥＤ）

５．３ 耐環境特性

５．３．１ 防 水

灯体の内部に正常な機能を阻害する浸水がないものとする。

５．３．２ 周囲温度

灯器は、－５５℃～＋５５℃の環境下において連続使用ができるものと

する。（ランプにＬＥＤを用いるものについては－３５℃～＋５５℃とす

る）

５．３．３ 熱衝撃

灯器は、使用中の降雪等による熱衝撃に耐えるものとする。

５．３．４ 耐食性

灯器は、ＪＩＳ Ｃ ６００６８－２－５２（環境試験方法－電気・電子

－塩水噴霧 (サイクル )試験方法）による試験を９６時間実施しても異常の

ないものとする。

５．４ 耐航空機特性

５．４．１ 風 圧

滑走路灯及び滑走路末端灯は１６０ m／ sec、その他の灯器は９０ m／ sec

の風速に耐えるものとする。
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５．４．２ 脆弱性

灯器は、航空機が接触した場合に、航空機に対し損傷を与えない構造と

する。

５．４．３ 振 動

灯器は、航空機の離着陸・走行時及びジェットエンジン・ブラストによ

る振動に耐えるものとする。

５．５ 加速寿命

灯器は、加速寿命試験を実施後、最低平均光度の８０％以上の光度を有す

るものとする。

５．６ 灯器システム性能

５．６．１ 標準化と構成

(1) 灯器の保全作業をより容易にするために、灯器の各部は整合性を考

慮したものとする。

(2) 灯器を構成する部品群は、共通部品の割合を高くし、各種部品の組

み替えにより異なった種類の光柱が得られるよう標準化が図られてい

るものとする。

なお、標準構成は表５のとおりとする。

(3) ランプの定格電力は、適切な値に標準化するものとする。

表 ５ 灯器の標準構成表

構 成 部 品

ラ ン プ（ＬＥＤユニット及び点灯ユニット）

光 学 系

灯 器 灯体

共通機械部品

共通電気部品

５．６．２ 保全性能

(1) 灯器は、現場における灯体部の交換及び保全作業・分解・点検・交

換が容易に行える構造とする。

(2) 灯器の構造は、航空機運航等の外的要因によって、本仕様書の規定

する性能が損なわれないものとする。

５．６．３ 互換性と標準寸法

(1) ハロゲン電球式灯器の構成部品は、各種灯器相互間の互換性を有す

るものとする。

(2) 灯器の地上突出高さは、３６ｃｍ以下であること。

なお、積雪地対応として、灯器の地上突出高さを６０ｃｍまでとす

ることが可能な構造とする。
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５ .６ .４ 隣接機材との整合

(1) 灯器は、ＪＩＳ Ｂ ０２０２（管用平行ねじ）に取付けられるもの

とする。

(2) 灯器は、取付用カップリングが傾いたとき、４度まで修正が可能な

ものとする。

６ 仕様及び細部性能

６．１ ランプ

(1) ラ ンプは、「航空照明用ハロゲン電球仕様書」（防灯仕第２３１号）

によるもの又はＬＥＤユニット及び点灯ユニットにより構成するものと

し、適合ランプは表４による。

(2) ランプは、ソケット等により所定の位置に確実に取り付けられ、かつ、

航空機の運航による衝撃及び振動によって光源の位置ずれを生じること

のないものとする。

(3) ランプは、光学系からの着脱が容易なものとする。

(4) ランプの光学系への取付けは確実であり、使用中又は取扱中に緩みが

生じないものとする。

６．２ 光学系

６．２．１ 光学系の構成

(1) 光学系は、レンズ、プリズム、グロ－ブ、フィルタ、反射鏡、ソケ

ット等により構成されているものとする。

(2) 部品の交換及び点検が容易であり、点検後の組立に際し特別の光柱

調整を必要としないものとする。

(3) ハロゲン電球式灯器は、ランプ及び光学系部品を交換することによ

って、異なった光柱をもつ灯器に組替えが可能なものとする。

６．２．２ レンズ、プリズム、グロ－ブ

(1) 光学特性を低下させる気泡、くもり、傷、汚れ等がなく、耐温度性、

耐候性、耐食性を有するものとする。

(2) 切削加工を加える場合はクラックなどが生じないように仕上げを行

い、必要に応じて強化処理が行われているものとする。

(3) ハロゲン電球式灯器のグロ－ブは、締付けバンドにより調整座に取

付けが可能なものとする。

６．２．３ フィルタ

(1) 光学特性を低下させる気泡、くもり、汚れ等がなく、耐温度性、耐

候性、耐食性を有するものとする。

(2) フィルタの透過率は表６による。

(3) 干渉膜透過フィルタを使用する場合は、「航空灯火用干渉膜透過フ

ィルタ仕様書」（防灯仕第２６４号）による。
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表 ６ フ ィ ル タ の 透 過 率

フ ィ ル タ の 色 透 過 率 (%) 備 考

赤 １ ３ 以 上

緑 １ ５ 以 上

黄 ４ ０ 以 上

６．２．４ 反射鏡

(1) 光学特性を低下させる傷、汚れ、色むら、粉ふき等がなく、耐温度

性、耐候性、耐食性を有するものとする。

(2) ハロゲン電球式灯器の材質は、ＪＩＳ Ｈ ４０００（アルミニウム

及びアルミニウム合金の板及び条）に規定されたＡ１０８０Ｐ又は同

等以上とする。

(3) ハロゲン電球式灯器の反射面は必要に応じ電解研磨を行い、その後

はＪＩＳ Ｈ ８６０１（アルミニウム及びアルミニウム合金の陽極酸

化皮膜）等による処理が施されているものとする。

６．２．５ ソケット

(1) ソケットは、必要な通電容量、絶縁性、耐温度性及び耐候性を有す

るものとする。

(2) 受金は、ＪＩＳ Ｃ ７７０９（電球類の口金及び受金）に規定され

たＧＹ９ .５とする。

６．３ 灯 体

６．３．１ 構 成

(1) 灯体は、調整座、下部台座及び灯体ヘッド（一方向型灯器のみ）に

より構成されているものとする。

(2) 灯体の材質は、アルミニウム合金鋳物とする。

(3) ＬＥＤ式は、点灯ユニットの交換が容易に行える構造で、収納でき

るものとする。

６．３．２ 調整座

(1) ハロゲン電球式灯器の調整座は、光源及び光学系部品を収納し、開

閉部を開くことにより、光源及び光学系部品を容易に交換できるもの

とする。

(2) 下部に下部台座を取付け、蝶ボルトにより鉛直から４度以内の水平

レベル補正調整と、一方向型灯器にあっては仰角８度までの光柱の向

きの調整が可能なものとする。

６．３．３ 下部台座

(1) 下部台座には、可折接手が取付けられる構造とする。

(2) 水平方向の光柱角度を設定後、セットボルトにより確実に固定でき

るものとする。
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６．３．４ 灯体ヘッド（ハロゲン電球式灯器のみ）

(1) 前部にパッキンを介して前面ガラス（フィルタ）を取り付け、締付

けバンドにより調整座に取り付けられるものとする。

(2) 前面ガラス（フィルタ）を交換することにより、異なった光色の灯

器に組替えができるものとする。

６．４ 共通機械部品

６．４．１ 締付けバンド

ステンレス製とし、パッチン錠にて容易にグロ－ブ又は灯体ヘッドを調

整座に締付け、固定できるものとする。

６．４．２ ガスケット

(1) ガスケットの材質は、ＪＩＳ Ｂ ２４０１（Ｏリング）に規定され

た４種Ｃ以上の物理的性能を有するものとする。

(2) Ｏリングを使用する場合は、ＪＩＳ Ｂ ２４０１（Ｏリング）及び

ＪＩＳ Ｂ ２４０６（Ｏリング取付け溝部の形状・寸法）の規定に準

じて設計されたものとする。

６．４．３ 接手

灯体下部には「航空照明用接手仕様書」（防灯仕第１６０号）によるＣ

－３型接手を設ける。

６．４．４ ボルト・ナット類

(1) 灯体に使用するボルト・ナット類はＪＩＳ Ｇ ４３０３（ステンレ

ス鋼棒）に規定された SUS 410、 SUS 416、 SUS 304、 SUS XM7とし、構

造上必要とされる締付けトルクに耐えるものとする。

なお、 SUS 410、 SUS 416にあっては、導電部に使用されるものを除

き、黒色酸化皮膜処理が施されているものとする。

(2) ボルト・ナット類は、ＪＩＳ Ｂ ０２０５（メ－トル並目ねじ）及

びＪＩＳ Ｂ ０２０９（メ－トル並目ねじの許容限界寸法及び公差）

に規定されたはめあい区分は中以上に仕上げされたものとする。

(3) かみつきを生じやすいボルト・ナット類には、かみつき防止処理を

施すものとする。

６．５ 共通電気部品

６．５．１ リ－ド線

(1) リ－ド線は、ＪＩＳ Ｃ ３３２７（６００Ｖゴムキャブタイヤケ－

ブル）に規定された２種ＥＰゴム絶縁クロロプレンゴムキャブタイヤ

ケ－ブル（２ＰＮＣＴ）２芯１．２５ｍｍ２以上とし、必要な長さに

標準化されているものとする。

(2) リ－ド線の接続部は、電気的、機械的に確実に接続されたものとす

る。

(3) リ－ド線の端末には「航空照明用プラグ・レセップ仕様書」（防灯

仕第５７号）によるＰ－３Ａプラグが装着されているものとする。
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(4) リ－ド線とソケットの接続部には、通常発生するリ－ド線への張力

が加わらないよう止め金具が設けられており、かつ、絶縁性が保持さ

れているものとする。

６．５．２ 異常発報回路

(1) ラ ンプがＬＥＤの場合（ＥＬＯ－３８Ｄ／Ａを除く。）、ランプが

不点および不点に準ずる状態となったとき、直ちに灯器への入力を開

放する異常発報回路を取付ける構成とする。

(2) 不点及び不点に準ずる状態とは、下記による。

① 一つの灯火に対し、開放又は短絡により全体の５０％を超えてＬ

ＥＤが故障したと見なされた場合

② 点灯電流と光度比に対応する制御が故障したとみなされた場合

③ 点灯ユニットが故障したとみなされた場合

６．６ 金属部品

(1) 使用する金属は、耐候性、耐食性に優れたものとし、耐候性、耐食性

を向上させる表面処理が施されたものとする。

(2) 電解腐食を生じやすい異種金属接触部分には、金属メッキやその他の

方法により腐食防止処理が施されているものとする。

(3) 表面処理を施す場合は、表７を標準とし、使用場所によって耐摩耗性

及び耐熱性等を考慮するとともに、必要に応じて防錆塗装が施されてい

るものとする。

表 ７ 金属部分の表面処理

素 地 関 連 規 格

ア ル ミニ ウム ＪＩＳ Ｈ ８６０１ に規定するもの

銅及び銅合金 ＪＩＳ Ｈ ８６１７ に規定する１種３級又は２種３級

ＪＩＳ Ｈ ８６１０ に規定する２種４級

ＪＩＳ Ｈ ８６１５ に規定する３種
その他の素地

ＪＩＳ Ｈ ８６１７ に規定する２種４級

ＪＩＳ Ｈ ８６４１ に規定するもの

６．７ 非金属部品

合成樹脂等の非金属部品は、耐候性、耐温度性に優れた材料が使用されて

いるものとする。

６．８ 塗 装

地表面より露出する部材の塗装色は、ＪＩＳ Ｗ ８３０１（航空標識の色）

に規定された標識色（航空黄赤色）とする。
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６ ． ９ 接 地

灯 体 の 内 外 面 に 接 地 端 子 を 設 け 、 灯 体 内 部 に お い て リ － ド 線 の 接 地 側 線 に 接

続するものとする。

７ 試 験

７．１ 外観・構造

構造・寸法・仕上げ・塗装・重量・部品の着脱等が、本仕様書に適合する

ものとする。

７．２ 光学特性試験

７．２．１ 光柱光度（副光柱を含む。）試験

(1) 光柱光度試験は、定格電流で特性が安定するまで点灯させ、５ｍ以

上の距離（低光度のものは１ｍ以上の距離）で規定された光色の光度

を測定する。このとき、灯器の中心軸は正確に調整されているものと

する。

なお、照度を測定する場合は、受光器の種類により色補正を行い、

測定値の光度に換算するものとする。

(2) 実測平均光度は、付図１～６に示す最低平均光度以上であり、かつ、

５．１．２ (2) 項に適合するものとする。

(3) 測定点は下記により選定するものとする。

ア 全面平均の測定点

光度は、主光柱においては水平角・鉛直角ともに２度以下の間隔

とする。ただし、最低９点以上となるよう間隔を調整する。

イ ５点平均の測定点

主光柱は、水平角・鉛直角ともに光柱の中心と、光柱曲線の光柱

軸が交わる４点の計５点とする。

ウ 副光柱の測定点

副光柱においては、光柱曲線の光柱軸と交わる４点以上とする。

ただし、鉛直角０度以下は除外する。

エ 全方向型灯器の水平測定点

全方向型灯器にあっては、水平角は３０度以下の間隔とする。

(4) 光柱光度の計算方法と結果

ア 計算結果

光柱光度の計算結果は、５．１．２項に適合するものとする。

イ 換 算

測定に照度計を使用する場合は、下記により光度に換算する。

光度 (cd)＝照度 (lx) ×測定距離 (m)×測定距離 (m)

ウ 実測平均光度の計算

(ｱ) 全面平均の計算方法

Σ Iｎ
計算式： 実測平均光度 (cd)＝

測定点数 (n)

Ｉｎ：各測定点の実測光度 (cd)
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(ｲ) ５点平均の計算方法

1 4 Ｉ o＋Ｉ n
計 算 式 ： 実 測 平 均 光 度 (cd)＝ Σ

4 I-1 2
Ｉ o ： 光 柱 中 心 の 実 測 光 度 (cd)
Ｉ n ： 光 柱 曲 線 上 の 光 度 (cd)

７．２．２ 色度試験

(1) 光色は定格電流で特性が安定するまで点灯させ、ＪＩＳ Ｚ ８７２

４（光源色の測定方法）により測定したとき、５．１．２項に適合す

るものとする。

(2) 測定点は、楕円又は円形の等光度曲線の場合、中心と主光曲線と光

柱軸との交わる４点とし、矩形の等光度曲線の場合、中心と対角線の

終点の４点とする。ただし、光源を電球とするものについては、中心

の一点とする。

(3) 光源がＬＥＤでフィルタを使用する灯器においては、（２）と共に

最も外側の等光曲線と垂直軸との交わる１点も測定する。

７．３ 電気特性試験

７．３．１ 絶縁抵抗試験

次項の耐電圧試験の前後、導電部の接地側端子を外し、ランプ及び導電

部一括と灯体（非導電部）間を５００Ｖ絶縁抵抗計で測定したとき、３０

ＭΩ以上とする。

７．３．２ 耐電圧試験

導電部の接地端子を外し、ランプを装着した導電部一括と灯体（非導電

部）間に、周波数５０Ｈｚ又は６０Ｈｚの正弦波に近い交流電圧１，５０

０Ｖを１分間印加したとき、これに耐えるものとする。

７．３．３ 過電流点灯試験

灯器に７ .２Ａの電流を１０秒間通電したとき、ランプの断芯又は破損

がないものとする。

７．３．４ 誘導雷試験

ランプがＬＥＤの場合、交流入力端子間に±１．２／５０μｓ，４．５

ｋＶのインパルス電圧を正負各３回印加してこれに耐えるものとする。

７．３．５ 異常発報確認試験

ランプがＬＥＤの場合（ＥＬＯ－３８Ｄ／Ａを除く。）、ランプの不点

および６．７．５項の不点に準ずる状態において、異常発報の動作が行わ

れることを確認する。なおランプの不点および不点状態を実現することが

難しい場合は、その状態を下図のようにを模擬し異常発報の動作が行われ

ることを確認してもよいものとする。
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図：異常発報確認試験

７．４ 耐環境試験

７．４．１ 防水試験

ＪＩＳ Ｃ ０９２０（電気機械器具の防水試験及び固形物の侵入にたい

する保護等級）のうち［保護等級・４、種類・防まつ形］により試験を行

ったとき、灯器の内部に正常な動作を阻害する浸水がないものとする。

７．４．２ 高温試験

灯器を＋５５℃±２℃の環境条件下において、連続２４時間定格電流で

点灯させた後、灯器及び部材に変形、亀裂、腐食、破損及び緩みを生じな

いものとする。

７．４．３ 低温サイクル試験

灯器を－５５℃±２℃の環境条件下において、８時間以上放置、８時間

以上定格電流点灯を３回繰り返した後、灯器及び部材に変形、亀裂、腐食、

破損及び緩みを生じないものとする。（ランプにＬＥＤを用いるものにつ

いては－３５℃±２℃とする。）

７．４．４ 熱衝撃サイクル試験

灯器を常温環境下において定格電流で４時間以上点灯させた後、直ちに

温度差－１０℃以上の水（最低５℃）を投光面に７ .４ .１項の方法で１０

秒間以上散水したとき、灯器及び部材に変形、亀裂、腐食、緩み及び浸水

を生じないものとする。

７．４．５ 表面処理試験

灯器をＪＩＳ Ｃ ６００６８－２－５２（環境試験方法－電気・電子－

塩水噴霧 (サイクル )試験方法）のうち厳しさ２の方法で４回累計９６時間

以上実施したとき、灯器及び部材に腐食、損傷を生じないものとする。

なお、灯器の部品については、ＪＩＳ Ｃ ６００６８－２－１１（環境

試験方法 (電気・電子 )塩水噴霧試験方法）によるものとする。

点灯ユニット

不点模擬治具 LEDユニット

入力
開放部

制御部
入力部
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７．５ 耐航空機特性試験

７．５．１ 風速試験

５．４．１項に示された数値の風を、５分間灯器の側面から当てたとき

損傷、破損及び緩みを生じないものとする。

なお、本試験は模擬試験（風速計算を含む。）とすることができる。

７．５．２ 振動試験

定格電流で点灯させた灯器を試験機に取付け、光軸と平行方向に加速度

１６Ｇ、最大振幅１．２７ｍｍ以下、振動数１０～２００回／ secの 条件

下で１０分間行ったとき、灯器及び部材に亀裂、破損、緩み、電球の回転

や移動、フィラメントの変形及び電球の断芯を生じないものとする。

なお、光源に損傷を生じた場合は、新しい光源と交換した後、定格電流

で点灯させ、加速度を３Ｇとして再試験を行うものとする。

７．５．３ 脆弱性試験

灯器の光学系直下の灯体部に対して、約６８０Ｎ・ｍの水平静荷重を加

えたとき、確実に破損するものとする。

なお、荷重速度は、１分間当り約２２ｋｇとする。

７．６ 加速寿命試験

灯器を＋５５℃±２℃の環境条件下において、ランプの定格寿命時間の１

／２以上（ＬＥＤについては５００時間以上）連続して定格電流で点灯させ

た後、７．２．１項 (1)の光柱光度試験を行ったとき、最低平均光度の８０

％以上の光度を有するものとする。

また、灯器や部材に変形、膨れ、熱による損傷の形及び腐食が生じないも

のとする。
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８ 検 査

立会い検査は、表８のとおりとする。

表 ８ 検 査 の 項 目

種 別 Ａ 欄
Ｂ 欄 備 考

検 査 項 目 (ア ) (イ )

7.1 外 観 ・ 構 造 ５ ％ ５ ％ ○

7.2.1 光 柱 光 度 ５ ％ ５ ％ ○

7.2.2 色 度 １ 台 ５ ％ ○

7.3.1 絶 縁 抵 抗 ５ ％ ５ ％ ○

7.3.2 耐 電 圧 ５ ％ ５ ％ ○

7.3.3 過 電 流 点 灯 ○

7.3.4 誘 導 雷 ○

7.3.5 異常動作発報確認 ○

7.4.1 防 水 １ 台 １ 台 ○

7.4.2 高 温 ○

7.4.3 低 温 サ イ ク ル ○

7.4.4 熱 衝 撃 サ イ ク ル ○

7.4.5 表 面 処 理 ○

7.5.1 風 速 ○

7.5.2 振 動 ○

7.5.3 脆 弱 性 ○

7.6 加 速 寿 命 ○

注 1 A欄 (ア )に原則として監督官立会いの上行う試験項目を、Ａ欄 (イ )

に製造者が社内において行う試験・検査項目を、Ｂ欄に製造者が同一

設計で最初の製品について行う試験・検査項目を示す。

2 Ｂ欄○印は試験・検査の実施を示す。

3 検査対象品の５％の数が３個以下の場合、検査個数は最低３個とし、

検査対象品が３個未満の場合は全数とする。

4 Ａ欄 (イ )における光柱光度試験で、７．２．１ (３ )ウ項の副光柱の

検査数量は、５％（最低３台）とし、検査対象品が３個未満の場合は

全数とする。

９ 表示及び梱包

９．１ 表 示

９．１．１ 灯体表示

灯体には、次の事項を明確に表示する銘板を取付けるものとする。

また、灯器を構成する主要部品には、製造者名、部品名及び製造年月を
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表す管理記号を鋳造、刻印、不滅インク等で表示する。

型式・品名

製 造 年 月

製 造 番 号

製 造 者 名

９．１．２ 梱包表示

梱包の２側面には、適当な方法で次の事項を表示する。

型式・品名

数 量

製 造 者 名

９．２ 梱 包

運搬中損傷しないよう、十分な強度を有する木箱又はダンボ－ル等の適

切な方法で梱包する。

９．３ 取扱説明書

灯器及び内部構成部品の組立又は設置についての必要な取扱説明書を添

付する。

９．４ 工具類

灯器及び内部構成部品の組立、施工又は保守管理に特殊工具が必要な場

合には付属するものとする。
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１ 適用範囲

本仕様書は、埋込式標識灯（Ｆ型標識灯及びＬ型標識灯）の基台に適用する。

２ 適用法規及び規格

(1) 航空法施行規則 （昭和２７年７月運輸省令第５６号）

(2) 日本工業規格 （ＪＩＳ）

(3) 関 連 仕 様 書

Ｆ型標識灯仕様書 防灯仕第２６８号

Ｌ型標識灯仕様書 防灯仕第２８６号

３ 基台等の種類

(1) 基台の種類と寸法は、表１－１及び図２～４によるものとする。

表 １－１ 基 台

灯器型式 品名 ･種類 深 さ (mm) 寸法図 備 考

５５０±５
基台 Ａ 図 ２ 変圧器外置型

５５５±５※
ＦＨ型、Ｌ型

６２０±５ 図 ３
〃 Ｂ 変圧器収納型

６５０±５※ 図 ４

※印は積雪地仕様を示す。

(2) 間座の種類は表１－２及び図５によるものとする。

表 １－２ 間 座

灯器型式 品名・種類 厚さ (mm) 寸法図 備 考

Ｌ型 Ｌ３型間座Ｃ ５ｍｍ 図 ５

４ 基本性能

基台及び間座は下記の特性に適合するものとする。

４．１ 耐環境特性

４．１．１ 周囲温度

周囲温度－５５℃～＋５５℃の環境下において、連続使用ができるもの

とする。

４．１．２ 気密性

６ .２ .１項の試験を行ったとき、これに適合するものとする。

４．１．３ 耐食性

６．２．２項の試験を行ったとき、これに適合するものとする。
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４．２ 耐航空機荷重特性

４．２．１ 荷 重

６ .３ .１及び６ .３ .２項の試験を行ったとき、これに適合するものとす

る。

４．３ 標準寸法

４．３．１ 標準寸法

(1) 基台は、図１に示す各種の灯器に対応できるものとする。

(2) 調整リングと基台及び間座との整合性を確保するため、図２に示す

寸法により標準化を行うものとする。

４．３．２ 隣接機材との整合

灯体を、基台の上に調整リング及び必要に応じて間座を介して正確に取

り付けられるものとする。

４．３．３ 構造仕様

基台の構造は堅牢かつ強固なものとし、航空機の運航等の外的要因によ

って、本仕様書に規定する性能が損なわれないものとする。

５ 仕様及び細部性能

５．１ 共通部品

５．１．１ ガスケット

(1) ガスケットの材質は、ＪＩＳ Ｂ ２４０１（Ｏリング）に規定され

た４種Ｃ以上の物理的特性を有するものとする。

(2) Ｏリングを使用する場合は、ＪＩＳ Ｂ ２４０１及びＪＩＳ Ｂ ２

４０６（Ｏリング取付け溝部の形状・寸法）の規定に準じて設計され

たものとする。

５．１．２ ボルト、ナット類

(1) 基台及び調整リング用ボルトの材質は、ＪＩＳ Ｇ ４３０３（ステ

ンレス鋼棒）に規定された SUS410以上の機械的強度と耐食性を有する

もので、かつ、実用上必要とする締付けトルクに耐えるものとする。

(2) 前 (1)以 外のボルト、ナット及びワッシャの材質は、 SUS304以 上と

する。ただし、工事中の仮止め等に使用するボルト類は除くものとす

る。

(3) ボルト、ナットのねじは、ＪＩＳ Ｂ ０２０５（メ－トル並目ねじ）

及びＪＩＳ Ｂ０２０９（メ－トル並目ねじの許容限界寸法及び公差）

に規定されたメ－トル並目ねじで、３級以上に仕上げされたものを使

用する。

(4) ボルト、ナット類は、緩みを生じにくい処置を講じたものとする。

(5) かみつきを生じやすいボルト、ナット類には、かみつき防止処理を

施すものとする。
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５．１．３ 金属部分

(1) 使用する金属は、耐食性に優れた材料又は耐食性を向上させる表面

処理を施したものとする。

(2) 表面処理方法は表３を標準とし、使用場所、目的によって適した耐

摩耗性 や耐温度性等を考慮するものとする。

また、必要により防錆（耐熱）塗装を施すものとする。

(3) 異種金属間の接触による電解腐食を生じやすい金属を使用する場合

は、金属めっきその他の方法による防止を図るものとする。

(4) 舗装面に露出する部材の塗装色は、ＪＩＳ Ｗ ８３０１（航空標識

の色）に規定された標識色（航空黄赤色）又は無彩色系とする。

表 ３ 金属部分の表面処理

素 地 関 連 Ｊ Ｉ Ｓ

アルミニウム ＪＩＳ Ｈ ８６０１ に規定するもの

ＪＩＳ Ｈ ８６１０ に規定する２種４級

ＪＩＳ Ｈ ８６１５ に規定する３種
その他の素地

ＪＩＳ Ｈ ８６１７ に規定する２種４級

ＪＩＳ Ｈ ８６４１ に規定するもの

５．２ 基 台

(1) 基台は、埋込配管工法による舗装面の開孔部に灯器を設置する場合に

使用できるものとする。

(2) 基台は、灯体リ－ド線と引込線との着脱が容易にでき、また、これら

を収納する十分な容積を有するものとする。

(3) 基台の材質は６．３項の条件に適合する強度を有し、かつ、耐食性に

優れたものとする。

(4) 基台の寸法は、 表１及び図２～図４に適合するものとする。

(5) 基台の上面は、気密保持に必要な平面度を有するものとする。

(6) 表面処理を施す場合は、５．１．３（２）項によるものとする。

(7) 基台下部側面の１～４箇所に、外部配管が接続できるねじを有する接

続部を設けるものとする。

(8) 基台下部の内側及び外側に、接地端子を設けるものとする。

５．３ 間 座

(1) 間座は、Ｌ型標識灯を基台Ａの積雪地仕様に設置する場合、基台と調

整リングとの間に挿入してかさ上げに対応できるものとする。

(2) 調整リングと基台に相接する接触面は気密性に必要な平面度を有する

ものとする。
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６ 試 験

６．１ 外観・構造

構造・寸法、仕上げ、灯器の取り付け等が本仕様書に適合するものとする。

６．２ 耐環境特性試験

６．２．１ 漏洩試験

気密構造に設計されている部分は、給気口を設けた試験用治具を準備し、

灯器を組立てた状態で水中に浸し、空気圧０ .９ｋｇ／ｃｍ ２（８８ｋＰａ）

を１分間以上供給したとき漏洩がないものとする。

６．２．２ 表面処理試験

基台はＪＩＳ Ｚ ２３７１（塩水噴霧試験方法）に規定された方法で、

９６時間実施したとき、腐食又は錆の発生がないものとする。

６．３ 耐航空機荷重特性試験

６．３．１ 垂直静荷重試験

試験用治具を用意し組立てられた状態で試験器に灯器を設置した状態で

取付け、硬度（ショア－の硬さ）５０～７０のゴムブロックと、ゴムブロ

ックに荷重を均一にするため灯器外径と等しい大きさの金属板を介して試

験を行うものとする。

なお、ゴムブロック及び金属板の寸法は表４によるものとする。

荷重を毎分４ ,５００ kg以下の速さで規定値に達するまで加えたとき、

有害な変形、亀裂、破損、剥離及び脱落を生じないものとする。

荷重規定値は灯器投影面積に対し３２ kgf／ cm 2（約３ ,１４０ kPa)と す

る。

表 ４ ゴムブロック等の寸法

ゴムブロックの寸法 (cm) 金属板の寸法 (cm)
灯 器

直 径 厚 さ 直 径 厚 さ

ＦＨ型 ４０ ３ .８ ４０ ０ .９ 以上

６．３．２ 水平静荷重試験

試験用治具を取付け光軸方向に１ ,３６０ kgf (約１３ｋＮ )の荷重を２

０回繰り返し加えたとき、有害な変形、亀裂、剥離及び脱落を生じないも

のとする。

７ 検 査

立会い検査は表５のとおりとする。
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表 ５ 検査の項目

種 別 Ａ 欄

Ｂ 欄 備 考

検 査 項 目 (ア ) (イ )

6.1 外 観 ･ 構 造 ５ ％ 全 数 ○

6.2.1 漏 洩 ５ ％ 全 数 ○

6.2.2 表 面 処 理 ○

6.3.1 垂直静荷重 ○

6.3.2 水平静荷重 ○

注 1 Ａ欄 (ア )に原則として監督官立会いの上行う検査項目を、Ａ欄

(イ ) に製造者が社内において行う試験・検査項目を、Ｂ欄に

製造者が同一設計で最初の製品について行う試験・検査項目を

示す。

2 Ｂ欄○印は、試験・検査の実施を示す。

3 検査対象灯器の５％の数が３個以下の場合、検査個数は最低限

３個とし、検査対象灯器が３個未満の場合は全数とする。

８ 表示及び梱包

８．１ 梱包表示

梱包の２側面には、適当な方法で次の事項を表示する。

型式・品名

数 量

製 造 者 名

８．２ 梱 包

運搬中損傷しないよう、十分な強度を有する木箱等の適切な方法で梱包す

る。

８．３ 取扱説明書

基台の組立又は設置についての必要な取扱説明書を提出する。

８．４ 工具類

施工及び保守管理に特殊工具が必要な場合には付属するものとする。



灯
体

主
要
展
開
部
品

調
整
リ
ン
グ

間
座

基
台

備
考

灯
体

レ
ン
ズ

光
学

系
光

源
プ
ラ
グ

進
入
灯
用

２
７
５
ｗ

一
方
向

一
方
向
用

Ａ
末
端
灯
用

２
０
０

w
Ｆ
Ｈ
型
灯
器

Ｆ
Ｈ
用

プ
ラ
グ

終
端
灯
用

１
５
０

w
二
方
向

二
方
向
用

滑
走
路
灯
用

１
０
０

w

一
方
向

一
方
向
用

Ｌ
型
灯
器

Ｌ
用

Ｌ
Ｅ
Ｄ

プ
ラ
グ

Ｃ

二
方
向

二
方
向
用

Ｂ

フ
ィ
ル
タ
仕
様
書

電
球
仕
様
書

関
連
仕
様
書

（
Ｆ
Ｈ
型
の
み
）

（
Ｆ
Ｈ
型
の
み
）

基
台
仕
様
書

標
識

灯
仕

様
書

図
１

互
換

性
能

展
開

図



外側Ｍ６

内側Ｍ４

※印の寸法はＦＨＢ-３６Ⅱの場合は５５±１とする。

4-M12

スタッドボルト

(SUS410)

φ292±0.3

φ330

φ350

5
5
0
±

5

5
0
±

1

※

1
2

45以上

3.2

接地端子

SGP

φ412±1

通過するケーブル仕上り外径に

適合したサイズとする。

6
0
±

5

3

鋼板

SUS304

鋼板

図 ２ ＦＨ型／Ｌ型標識灯用埋込基台外形・寸法図

（配管が１本／１方向の場合）



45以上

外側Ｍ６

内側Ｍ４

（断面図の斜線部）

スタッドボルト

(SUS410)

鋼板

SUS304

トランス設置板

(3.2t)

鋼板SGP

接地端子

3

φ412±1

φ292±0.3

φ330

φ290

6
0
±

5 1
2
0

6
2
0
±

5

3.2

1
2

5
0
±

1

4-M12

□
3
4
0

φ350

通過するケーブル仕上り外径に

適合したサイズとする。

図 ３ ＦＨ型／Ｌ型標識灯用埋込基台外形・寸法図

（配管が２本／１方向の場合）

ｾﾊﾟﾚ-ﾀ (3.2t)



45以上

接地端子

外側Ｍ６

内側Ｍ４

（断面図の斜線部）

（１個所または２個所）

φ330

φ290

φ292±0.3

3.2

6
5
0
±

5

1
2
0

6
0
±

5

SGP 鋼板

鋼板

SUS304

φ412±1

8
0
±

1
1
2

3
0

φ350

3 190

(3.2ｔ)

トランス設置板

ｾﾊﾟﾚ-ﾀ (t3.2)

4-M12

スタッドボルト
(SUS410)

□
3
4
0

図 ４ ＦＨ型／Ｌ型標識灯用埋込基台外形・寸法図

（配管が２本／１方向・積雪地Ⅱ型用の場合）

通過するケーブル仕上り外径に

適合したサイズとする。



φ３
５０

φ４００±２

φ２９２

５

図５　Ｌ３型間座Ｃ外形・寸法図



別紙第３

第６章

Ｔ－５型標識灯仕様

（防灯仕 第 262号）



防灯仕 第２６２号

Ｔ－５型標識灯仕様書

平成２８年 ４月 １日 制定

平成２９年１０月１０日 改正

防衛省 整備計画局 施設技術管理官



目 次

１ 適用範囲 1-6-1

２ 適用法規及び規格 1-6-1

３ 灯器型式 1-6-1

４ 基本性能

４ .１ 光 学 性 能 1-6-1

４ .２ 電 気 的 特 性 1-6-1

４ .３ 構 造 1-6-1

４ .４ 耐環境等特性 1-6-2

４ .５ 耐航空機性能 1-6-2

４ .６ 灯器システム性能 1-6-3

５ 仕様及び細部性能

５ .１ ラ ン プ 1-6-3

５ .２ 光 学 系 1-6-4

５ .３ 灯 体 1-6-5

５ .４ 基 台 1-6-6

５ .５ 共通機械部品 1-6-6

５ .６ 共通電気部品 1-6-7

５ .７ そ の 他 1-6-8

６ 試 験

６ .１ 外 観 ・ 構 造 1-6-8

６ .２ 光学特性試験 1-6-8

６ .３ 電気特性試験 1-6-9

６ .４ 耐環境特性試験 1-6-9

６ .５ 耐航空機荷重特性 1-6-10

６ .６ 表面温度試験 1-6-11

６ .７ 加速寿命試験 1-6-12

７ 検 査 1-6-13

８ 表示及び梱包

８ .１ 表 示 1-6-14

８ .２ 梱 包 1-6-14

８ .３ 取 扱 説 明 書 1-6-14

８ .４ 工 具 類 1-6-14

図 １ 配光曲線図

図 ２ 灯器外系図

図 ３ Ｂ -２型埋込基台外形・寸法図



1 － 6 － 1

１ 適用範囲

本仕様書は、誘導路、エプロン等の外縁に設置する埋込型Ｔ－５型標識灯（以

下「灯器」という。）に適用する。

２ 適用法規及び規格

(1) 航空法施行規則 （昭和２７年７月運輸省令第５６号）

(2) 日本工業規格 （ＪＩＳ）

(3) 関 連 仕 様 書

航空照明用プラグ・レセップ仕様書 防灯仕第５７号

航空照明用ハロゲン電球仕様書 防灯仕第２３１号

３ 灯器型式

灯器は表１のとおりとする。

表１

灯器型式 光 色 備 考

Ｔ－５
航空青

Ｔ－５Ｄ ＬＥＤ

４ 基本性能

４．１ 光学性能

(1) 灯光は、ＪＩＳ Ｗ ８３０１（航空標識の色）に規定された航空青の

不動光とする。

(2) 配光は図１に示す値以上とする。

(3) リブ等の構造上配光が満足出来ない部分を水平面から上方６°までの

範囲と６°を超え９０°までの範囲においてそれぞれ１０％以下とする

こと。

(4) 灯光窓部に水が滞留したとき、平均光度が最低平均光度の７０％以上

であること。

４．２ 電気的特性

(1) 灯器の定格電流は６．６Ａとし、導電部の通電容量は定格電流の１．

５倍とする。

(2) 灯器は、電球断芯時に生ずる絶縁変圧器の二次解放電圧に耐え、６．

３項を満足するものとする。

(3) 灯器の定格電力はハロゲン型は６０Ｗ、ＬＥＤ型は５Ｗ以下とする。

(4) 電子部品を有する灯器は、耐雷性を有すること。

４．３ 構 造

灯器は、次の部分からなっていること。

(1) 灯器の保全作業をより容易にするために、灯器の各部は整合性を考慮

したものとすること。

(2) 灯器を構成する部品群は、共通部品の割合を高くし、各種部品の組み

換えにより標準化を行うこと。灯器は、表２に示す構成を標準とする。

(3) 灯器はハロゲン型、ＬＥＤ型の２群に分けて灯器構成の標準化を行う
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こと。

表２

４．４ 耐環境性能

４．４．１ 防水性

６．４．１項の試験を満足すること。

４．４．２ 耐温度性能

灯器は周囲温度－５５℃から＋５５℃、風速毎秒４５ｍ以下で、砂粒及

び塩分を含んだ湿った大気中その他あらゆる天候下において、屋外で連続

使用ができること（ランプにＬＥＤを用いるものについては－３５℃から

＋５５℃とする。）。

４．４．３ 熱衝撃性能

６．４．４項の試験を満足すること。

４．４．４ 耐高湿性能

６．４．５項の試験を満足すること。

４．４．５ 耐蝕性能

６．４．６項の試験を満足すること。

４．５ 耐航空機性能

４．５．１ 機械的衝撃性能

６．５．４項の試験を満足すること。

４．５．２ 耐航空機荷重性能

６．５．１項、６．５．２項、６．５．３項の試験を満足すること。

４．５．３ 水衝撃性能

６．５．５項の試験を満足すること。

４．５．４ 振動性能

６．５．６項の試験を満足すること。

灯火 灯器 ランプ（ハロゲン電球、ＬＥＤユニット等）

光学系（プリズム、フィルタ等）

灯体（灯体部、開閉部）

調整リング

基台
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４．５．５ 温度性能

６．６項の試験を満足すること。

４．５．６ 加速寿命性能

６．７項の試験を満足すること。

４．６ 灯器システム性能

４．６．１ 保全性能

調整、点検手入れ、部品の交換などが簡単であること。

また、灯器は、施工性及び保守性に優れた構造であること。

４．６．２ 互換性能と標準寸法

(1) 灯体の寸法は図２のとおりとし、６ｋｇ以下とすること。

(2) 灯器と調整リングを組み合わせた灯器の地上突出高さは、図２のと

おりとすること。

４．６．３ 隣接機材との整合

(1) 灯器は、基台の上に正確に取り付けられること。

(2) 灯器を基台に取り付けたとき、基台内に雨水が浸入しない構造であ

ること。

４．６．４ 構造性能

(1) 灯器の構造は、堅牢かつ強固なものとし、航空機の運航等の外的要

因によって本仕様書の性能が損なわれるものであってはならない。

(2) 積雪地域用の灯器は、除雪機材に取り付けられた硬質ウレタンゴム

排雪板により損傷しない構造であること。

(3) 硬質ウレタンゴム排雪板の性能は下記のとおりとする。

比 重 ：１ .１～１ .３

硬さ（ＪＩＳ） ：９０～９５

反発弾性 ：３６～６８ %

５ 仕様及び細部性能

５．１ ランプ

５．１．１ ランプの構成

(1) ランプは、ハロゲン電球又はＬＥＤユニット及び点灯ユニットによ

り構成すること。

(2) ランプは、灯体に適合するものを使用すること。

(3) 点灯ユニットはＬＥＤユニットに適合するものを使用すること。

５．１．２ ＬＥＤユニット

(1) ＬＥＤユニットは、耐熱性、放熱性が考慮されていること。

(2) 灯体へ組立時に、取付方向など誤りを生じさせない処置を施すこと。

(3) ６．３．４項の耐雷性能を有すること。

(4) ＬＥＤの故障時には回路を保護する機能を有すること。
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５．１．３ 点灯ユニット

(1) ６．６Ａ定格に対応する制御回路を有すること。

(2) ６ .３ .４項の耐雷性能を有すること。

(3) ＬＥＤユニットの故障時や、点灯ユニットとＬＥＤユニット間の配

線の断線時に半導体回路を保護する機能を有すること。

５．２ 光学系

５．２．１ 光学系の構成

(1) 光学系は、プリズム、フィルタ、反射鏡、ランプホルダー等のうち

必要部品により構成すること。

(2) 光学系は、構成部品の交換及び点検が容易であり、点検後の組立に

際し特別の光柱調整を必要としないものであること。

５．２．２ プリズム

(1) プリズムの材質は、硬質で電球を使用する場合は耐燃性ガラスとし、

６．４項、６．５項の試験を満足するものであること。

(2) 切削加工を加える場合は、クラックを生じないように仕上げを行う

こと。

また、必要により強化処理を行うこと。

５．２．３ フィルタ

色フィルタは、２．２％程度の全透過率を有し、Ａ光源と組み合わせた

場合、ＪＩＳ Ｗ ８３０１（航空標識の色）に規定された航空青の色度範

囲であること。

５．２．４ 反射鏡

(1) 反射鏡の材質は、ＪＩＳ Ｈ ４０００（アルミニウム及びアルミニ

ウム合金の板及び条）に規定されたＡ１０８０Ｐ又はこれと同等以上

のものを使用すること。

(2) 金属製の反射鏡は、必要に応じて表面は電解研磨を行い、その後Ｊ

ＩＳ Ｈ ８６０１（アルミニウム及びアルミニウム合金の陽極酸化皮

膜）等に規定する処理を施すこと。

また、光柱特性を低下させるキズ、汚れ、色ムラ、粉ふき等がなく、

熱による損傷が生じないこと。

５．２．５ ランプホルダー

(1) ランプの着脱が容易であり、使用時にランプの位置ずれや脱落を起

こさないものであること。

(2) ランプの着脱時には、ランプのガラス部に手を触れることなく着脱

が可能であり、かつ、光中心を常に正規の位置に保持できるものであ

ること。
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５．３ 灯 体

５．３．１ 構成

灯体は、航空機の荷重の受ける灯体部、内蔵部品交換のための開閉部よ

り構成すること。

５．３．２ 構造

(1) 灯体には、ランプ及び光学系を収納し、開閉部を開くことにより、

構成部品を容易に交換できる構造であること。

(2) 灯体の内部に湿気が侵入しない構造であること。

(3) 灯体は、保全作業等に当たり容易に分解組立てが出来る構造である

こと。

(4) 灯体には、受電するためのリード線又は端子を備えること。

また、リード線又は端子が灯体を貫通する部分には、適切な防水及

び絶処理を施すこと。

(5) 灯体は、基台の円周上に等間隔に配置されたＭ８もしくはＭ１０の

スタッド及びナットで基台に緊定する構造で、緊定したとき、スタッ

ド及びナットの頭はすべて灯器外面の輪郭より引込んでいなければな

らない。

また、灯器に衝撃が加わった場合の横振れを防ぐため、灯体は基台

中に７ｍｍ以上入り込む構造であること。

(6) 埋込型灯器に航空機のタイヤが接触する灯器上面角部は、滑らかな

丸みを有し、航空機のタイヤに損傷を与えないこと。

５．３．３ 性能

(1) 灯体は、４．４項、４．５項の性能を満足するに必要な強度を有す

るものであること。

(2) フランジ面に接する面は、気密保持に必要な平面度を有すること。

その他の表面は、滑らかな形状であること。

(3) 灯体の材質は、耐蝕性に優れ、かつ、４．６．４項を満足すると共

にアルミニウム合金又はこれと同等以上のものであること。

(4) リード線、端子及びこれに付属するプラグ並びにランプソケットに

ついては、５．６項の電気共通部品によること。

５．３．４ 調整リング

(1) 調整リングは、基台上に堅固に設置され、灯体等を容易に据付け又

は着脱できるものとする。

(2) 調整リングの外周辺は、ほぼ同一レベルで舗装面に接し、図２に示

す灯体表面とほぼ同じ勾配で立ち上がり、その中央部に灯体を定めら

れた突出高で正確な方向に設置できるものとする。

なお、調整リング内径と灯体表面の勾配とは著しい段差が生じない

ものとする。

(3) 調整リングは４．４項、４．５項の性能を有するものとし、その材

質は５．５．３項を満足するものとする。

(4) 灯体と基台が接する接触面は、気密保持に必要な平面滑度を有する

ものとする。



1 － 6 － 6

(5) 表面処理を施す場合は、５．５．３（３）項によるものとする。

(6) 調整リングは基台に取り付ける際に、光軸を調整（水平±５度）で

きるのものとする。

５．４ 基 台

(1) 基台の材質は６．５項の条件に適合する強度を有する鋳鋼製とし、

かつ、耐食性に優れたものとする。

(2) 基台の寸法は、図３によるものとする。

(3) 基台下部側面の１箇所に、外部配管が接続できるねじを有する接続

部を設けるものとする。

(4) 基台下部の内側及び外側に接地端子を設ける。

５．５ 共通機械部品

５．５．１ ガスケット

(1) ガスケットの材質は、ＪＩＳ Ｂ ２４０１（Ｏリング）に規定され

た４種Ｃ以上の物理的特性を有するものであること。

(2) Ｏリングを使用する場合は、ＪＩＳ Ｂ ２４０１（Ｏリング）及び

ＪＩＳ Ｂ ２４０６（Ｏリング取付溝部の形状・寸法）の規定に準じ

て設計されたものであること。

５．５．２ ボルト・ナット・ワッシャ

(1) 灯体などに使用されるボルト、ナット類は、ＪＩＳ G ４３０３（ス

テンレス鋼棒）に規定されたＳＵＳ４１０、ＳＵＳ４１６、ＳＵＳ３

０４、ＳＵＳＸＭ７又は同等品以上とし、構造上必要とされる締め付

けトルクに耐えるものであること。

なお、ＳＵＳ４１０、ＳＵＳ４１６にあっては、黒色酸化被膜処理

又は同等の防食性能を有する処理を施すこと。ただし、導電部に使用

されるボルト、ナット類は除く。

(2) 前項以外のボルト、ナット及びワッシャは、ＳＵＳ３０４以上とす

ること。ただし、充電部のボルトは除く。

(3) これらのボルト、ナット類は、ＪＩＳ Ｂ ０２０５－１～４（一般

用メートルねじ－第１部～第４部）及びＪＩＳ Ｂ ０２０９－１～５

（一般用メートルねじ－公差－第１部～第５部）に規定された「はめ

あい区分」は中以上に仕上げられたものであること。

(4) ボルト、ナット類は、航空機の運航によって生じる振動、荷重で緩

みを生じにくいこと。

(5) ねじのかみつきを生じやすい部分には、かみつきを防ぐ処理を施す

こと。

５．５．３ 金属部分

(1) 使用金属は、耐蝕性に優れたアルミニウム合金等の材料又は耐蝕性

の良い表面処理を行うこと。

(2) 異 種 金属の接触による電解腐食を生じやすい金属を使用する場合

は、金属メッキその他の方法でこれを防ぐこと。

(3) 表面処理を施す場合は、表３を標準とし、使用環境、耐摩耗性、耐
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熱性等を考慮すること。また、必要に応じて（耐熱）防錆塗装を施す

こと。

(4) 舗装表面に露出する部材の塗色は、ＪＩＳ Ｗ ８３０１（航空標識

の色）による一般標識の表面色の黄赤又は無彩色系とすること。

表３

素地 関連ＪＩＳ

アルミニウム ＪＩＳ Ｈ ８６０１に規定するもの。

銅および鋼合金 ＪＩＳ Ｈ ８６１７に規定するもの。

その他の素地 ＪＩＳ Ｈ ８６１０に規定するもの。

ＪＩＳ Ｈ ８６１５に規定するもの。

ＪＩＳ Ｈ ８６１７に規定するもの。

ＪＩＳ Ｈ ８６４１に規定するもの。

５．６ 共通電気部品

５．６．１ リード線

(1) 灯体外部のリード線は、基台内で外部配線と接続及び切離しが容易

にできる適切な長さとし、端部には必要とされる端末処理（Ｐ－３Ｃ

型レセップに適合するプラグ付など）がなされていること。このリー

ド線の固定部は、通常発生するリード線への張力に耐え、灯器の気密

性、絶縁性を保持すること。

(2) リード線は、ＪＩＳ Ｃ ３３２７（クロロプレンキャブタイヤケー

ブル）に規定された２種２芯１．２５ｍ㎡のものを使用し、長さはリ

ード線引出口から計って５０±５ｃｍとする。ＬＥＤユニット、点灯

ユニットなどの電子部品に使用されるリード線は、０．３㎜ ２以上の

軟銅より線とし、６．３項を満足する電線であること。

なお、電線は必要な可とう性を持つものであること。

(3) 導電接続部を設ける場合は、外部配線とのプラグ・レセップ接続を

除き灯体カバー部とすること。接続部は、電気的、機械的に確実に接

続が保持されること。

(4) 絶縁材料は、使用温度に十分耐えられる絶縁物で、かつ、吸湿性の

少ない電気的特性の良好なものを使用すること。また、表面が切削等

の加工により吸湿性が大きくなる場合は、適切な表面処理を行うこと。

５．６．２ プラグ

プラグは、Ｐ－３Ａ型プラグと同等以上の性能を有し、かつ十分な接合

が確保できるものであること。

５．６．３ ランプの接続端子

(1) 接続端子は、防灯仕第２３１号「航空照明用ハロゲン電球仕様書」

に規定する口金に適合するか、リード線付きランプの場合は、平型接

続端子、スプリング端子台等を用いたコネクタと適合すること。

(2) 接続端子は、容易に光源から着脱できるものとし、ランプの発熱に

よって異常を生じないものであること。

(3) 電気接触部は、４．２項の通電容量を満足する材料を使用し、接触

面は適切な形状であること。
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(4) 金属部分は、５．５．３項の規定によること。

５．６．４ ソケット

ソケットは、ＩＥＣ（国際電気規格会議）規格ＧＹ９．５口金に適合す

る磁気性のものとする。ソケットの受金には、りん青銅を使用し、電気的

接触を確実にするため割を入れ、管型スプリングにて弾性を与えること。

５．６．５ バイパス回路

(1) ランプが不点となったとき、直ちに補助回路を閉じることができる

バイパス回路を取付け可能な構造とする。ＬＥＤのＤタイプは、点灯

ユニット内にバイパス回路機能を有するものとする。

(2) バイパス回路に、フィルムカットアウトを使用する場合は、下記に

よる。

① フィルムカットアウトを装着する適当なホルダーを用いること。

② フィルムカットアウトの着脱は容易であり、使用時に脱落しない

ものであること。

③ フィルムカットアウトは５０Ｖ未満では絶縁破壊せず、５０～９

０Ｖで確実に絶縁破壊し、回路を短絡できるものであること。

５．７ その他

５．７．１ アース用端子

下部灯体の適当な位置に、アース用端子を設けること。アース用端子は、

Ｍ５のステンレス鋼製のねじどめとする。

６ 試 験

６．１ 外観・構造

構造・寸法、仕上げ、塗装、重量及び部品の着脱性が、本仕様書に適合す

るものとする。

６．２ 光学特性試験

６．２．１ 光柱光度（副光柱も含む。）試験

(1) 光柱光度試験は、灯器を定格電流で特性が安定するまで点灯し、５

ｍ以上の距離を置いて規定された光色の光度を測定する。ただし、規

定光柱平均光度が５０ｃｄ以下の灯火については距離を縮めて測定し

てもよい。

また、安定に長時間を必要とするときは、そのデータに基づき点灯

直後に測定し換算しても良い。このとき、灯器の中心軸は、正確に調

整されていること。

なお、光色の照度を測定する場合は、受光器の種類、光色の種類（Ｌ

ＥＤなどの狭いスペクトル光源時）により色補正を行い、測定値を光

度に換算する。

(2) 実測平均光度は、図１に示す最低平均光度以上であり、かつ、４．

１．２項を満足すること。

(3) 灯光窓部が舗装面より下になる部分がある場合には、その部分を遮

蔽して前項の測定を行い、４．１ (4)項を満足すること。
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(4) 測定点は、下記により選定すること。

① 全方向型灯器の水平測定点

全方向型灯器にあっては、垂直角は水平面より３０°までは、３

°以下の間隔とし、３０°から９０°までは２０°以下の間隔とす

る。また、水平角は３０°以下の間隔とする。

(5) 光柱光度の計算方法と結果

① 光柱光度の計算結果は、４ .１ (2)(3)(4)項に合致すること。

② 測定機器が照度計の場合は、下記の計算式で光度の換算をするこ

と。

計算式：光度（ｃｄ）＝照度（ｌｘ）×測定距離 ²（ｍ）

６．２．２ 色度試験

フィルタを使用する陶器は、フィルタを装着して灯器を定格電流で特性

が安定するまで点灯した後、色度を測定し、４．１ (1)項を満足すること。

６．３ 電気特性試験

６．３．１ 絶縁抵抗試験

(1) 測定は、５００Ｖ直流絶縁抵抗計で下項の箇所を測定し、３０ＭΩ

以上であること。

(2) 測定箇所は、ランプ及びバイパス回路を外した導電部一括部と灯体

（非導電部）間と導電部間を測定する。

６．３．２ 絶縁耐力試験

ランプ及びバイパス回路を取り付け、充電（入力、出力）部一括と灯体

間に交流１，５００Ｖを１分間印加し、異常を生じないこと。

６．３．３ 過電流点灯試験

灯器に７．２Ａの交流電流を１０秒間通電して、ランプが断芯又は破損

しないこと。

６．３．４ 誘導雷試験

ランプがＬＥＤの場合、交流入力端子間に±１．２／５０μｓ、４．５

ｋＶのインパルス電圧を正負各３回印加してこれに耐えること。

６．４ 耐環境特性試験

６．４．１ 漏洩試験

気密構造に設計されている部分は、給気口を設けた試験用治具を準備し、

組み立てられた状態で水中に浸し、灯体内部に圧力約１４７ｋＰａ（１．

５ｋｇｆ／ｃｍ ²）の空気を１分間以上供給し、空気漏れのないこと。

６．４．２ 高温試験

周囲温度５５℃±２℃の環境下において２４時間定格電流で連続点灯す

る。その結果、灯器に変形、亀裂、腐食及び部品の損傷がないこと。
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６．４．３ 低温試験

埋込型灯器を水中に浸し、－５５℃±２℃（ランプにＬＥＤを用いるも

のについては－３５℃±２℃）の環境条件下で２４時間経過後、３０分間

又は氷が溶けるまで定格電流で点灯する。これを３回連続的に繰り返す。

その結果、灯器や材料に変形、亀裂、腐食、損傷、破損、緩み、浸水等を

生じないこと。

６．４．４ 温度衝撃サイクル試験

灯器を常温の環境下において、４時間以上定格電流で点灯した後、直ち

に温度５℃以下の水中３０ｃｍ以上の深さに浸し、４時間以上放置する。

これを３回繰返し、灯器内部への浸水、レンズの破損、その他の部品の損

傷がないこと。

６．４．５ 高湿試験

温度８０℃、湿度９０％以上の環境下に３６０時間放置したとき、損傷、

腐蝕、その他の異常がないこと。

６．４．６ 表面処理試験

灯器表面の耐蝕性を確認するため、ＪＩＳ Ｚ ２３７１（塩水噴霧試験

方法）に規定された方で９６時間実施し、錆の発生がないこと。

なお、灯器の内部部品については、ＪＩＳ Ｃ ６００６８－２－１１（環

境試験方法（電気・電子）塩水噴霧試験方法）とする。

６．５ 耐航空機荷重特性試験

６．５．１ 垂直静荷重試験

灯器を試験器に取付け、硬度（ショア－の硬さ）５０～７０のゴムブロ

ックとゴムブロックに荷重を均一にする灯器外形と等しい金属板を介して

灯器に荷重を加える。

なお、ゴムブロック及び金属板の直径及び厚さは、表４による。荷重は、

毎分約４４ｋＮ（４．５ｔｆ）以下の早さで規定値に達するまで加え、有

害な変形、亀裂、破損、剥離、脱落等の異常が生じないこと。荷重規定値

は、灯器の上面投影面積に対し１ｃ㎡あたり約３１４０ＫＰａ（３２ｋｇ

ｆ／ｃ㎡）とする。

表４ ゴムブロック寸法等

ゴムブロックの寸法：ｃｍ 金属板の寸法：ｃｍ

直径 厚さ 直径 厚さ

２０ ２．５ ２０ ０．９以上

６．５．２ 水圧静荷重試験

灯器を水で満たした水槽内に取付け、均一な水圧荷重約６９００ｋＰａ

（７０ｋｇｆ／ｃ㎡）を１分間加えたとき、有害な変形・亀裂・剥離・脱

落等を生じないこと。
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６．５．３ 水平静荷重試験

灯器に試験用治具を取付け、光軸方向に約１３ｋＮ（１．３６ｔｆ）の

荷重を２０回加え、有害な変形・亀裂・剥離・ねじの緩み・脱落等を生じ

ないこと。

６．５．４ 機械的衝撃試験

灯器を厚さ２５ｍｍ、１ｍ角の大きさの鋼鈑か、又は厚さ１００ｍｍ以

上のコンクリートベースの上に取付け、２時間以上定格電流で点灯した後、

灯体中心部（非窓部）に２．３ｋｇの鋼球を１．８ｍの高さから５分間隔

で１０回落下する。試験後、光学系に損傷や位置ずれを生じないこと。

また、６ .４ .１項を満足すること。

６．５．５ 水衝撃試験

灯器を上面約１５ｍｍの水深に浸し、プリズム部分に直径４．５ｃｍの

ピストンを持つシリンダを置き、ピストン上方１．８ｍから２．３ｋｇの

鋼球を５回落とす。

なお、シリンダ内には空気がないこと。試験後、６．２．１項の試験を

満足すること。

６．５．６ 振動試験

ランプ部を短絡した埋込型灯器を試験器に取り付け、定格電流を流し、

表５の振動数と加速度の条件で、下記の３方向それぞれ１０分間加える。

イ 上下に振動させる。

ロ 水平に振動させる。振動方向は、投光方向と平行とする。

ハ 水平に振動させる。振動方向は、投光方向と直角とする。

表５

加速度段階 振動数 最大複振幅

１０Ｇ ２０～５００回／秒 １．２７ｍｍ以下

１５Ｇ ５００～２０００回／秒 １．２７ｍｍ以下

その結果

（１） 試験中入力電流の断続がないこと。

（２） 構成部品の機械的損傷がないこと。

（３） 構成部品又はねじ類の緩みがないこと。

（４） ランプのフィラメント等の変形、移動並びに回転がないこと。

なお、試験の結果、ランプの外面又はフィラメントが損傷した場合は、

ランプを交換し、ランプ部の短絡を外した後、再び前項の姿勢で定格電流

で点灯し、２０～２０００回／秒の範囲で加速度３Ｇにて１０分間振動さ

せ異常のないこと。

６．６ 表面温度試験

灯器を側面及び下面共１２．５ｃｍ以上の厚さの乾いた砂の中に、舗装面

に設置する場合と同様に設置する。

なお、環境は無風状態であること。灯器は、定格電流で２時間以上連続点
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灯した後、厚さ５ｍｍ以上のゴムシートで灯器上部を覆い、灯器上面とゴム

シートの間に熱電対を挿入して温度を測定する。また、放射熱による表面温

度の上昇が大きい灯器については、航空機のゴムタイヤ片を灯光窓部に停留

状態に近似して置き、ゴムタイヤ片の投光の当たる部分に直射光を受けない

処置をした熱電対を挿入して温度を測定する。いずれの場合も１０分後の温

度上昇値は１３０℃を超えないこと。

６．７ 加速寿命試験

灯器を側面及び下面共１２．５ｃｍ以上の厚さの乾いた砂の中に置き、上

面は灯器が隠れる程度に乾いた砂をふりかける。ただし、舗装面より上にな

る部分の投光窓は、砂を取り除いて良い。この状態でハロゲン電球型の場合

は定格寿命時間の１／２、ＬＥＤをランプとするものについては５００時間

以上連続して定格電流による点灯を行った後、６．２．１項の光柱光度試験

を行い、最低平均光度のそれぞれ８０％以上であること。

また、灯器に変形、膨れ、熱による損傷の形跡及び腐蝕があってはならな

い。
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７ 検 査

立会い検査は、表５のとおりとする。

表 ５

種 別 Ａ 欄
Ｂ 欄 備 考

検 査 項 目 (ア ) (イ )

６ .１ 外 観 ・ 構 造 ５ ％ 全 数 ○

６ .２ .１ 光 柱 光 度 ５ ％ 全 数 ○

６ .２ .２ 色 度 １ 台 ５ ％ ○

６ .３ .１ 絶 縁 抵 抗 ５ ％ 全 数 ○

６ .３ .２ 絶 縁 耐 力 ５ ％ 全 数 ○

６ .３ .３ 過 電 流 点 灯 ○

６ .３ .４ 誘 導 雷 ○

６ .４ .１ 漏 洩 １ 台 １ 台 ○

６ .４ .２ 高 温 ○

６ .４ .３ 低 温 ○

６ .４ .４ 温度衝撃 ｻｲｸﾙ ○

６ .４ .５ 高 湿 ○

６ .４ .６ 表 面 処 理 ○

６ .５ .１ 垂 直 静 荷 重 ○

６ .５ .２ 水 圧 静 荷 重 ○

６ .５ .３ 水 平 静 荷 重 ○

６ .５ .４ 機 械 的 衝 撃 ○

６ .５ .５ 水 衝 撃 ○

６ .５ .６ 振 動 ○

６ .６ 表 面 温 度 ○

６ .７ 加 速 寿 命 ○

注 1 Ａ欄 (ア )に原則として監督官立会いの上行う検査項目を、Ａ欄 (イ )に

製造者が社内において行う試験・検査項目を、Ｂ欄に製造者が同一設計

で最初の製品について行う試験・検査項目を示す。
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2 Ｂ欄○印は試験・検査の実施を示す。

3 検査対象灯器の５％の数が３個以下の場合、検査個数は最低限３個と

し、検査対象灯器が３個未満の場合は全数とする。

８ 表示及び梱包

８．１ 表 示

８．１．１ 灯体表示

灯体には、次の事項を表示した銘板を取り付けるものとする。

型式・品名

製 造 年 月

製 造 番 号

製 造 者 名

８．１．２ 梱包表示

梱包の２面体には、適当な方法で次の事項を表示する。

型式・品名

数 量

製 造 者 名

８．２ 梱 包

運搬中損傷しないよう、十分な強度を有する木箱等の適切な方法で梱包す

る。

８．３ 取扱説明書

灯器及び内部構成部品の組立又は設置についての必要な取扱説明書を提出

する。

８．４ 工具類

灯器及び内部構成部品の組立、施工又は保守管理に特殊工具が必要な場合

は付属する。
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１ 適 用範 囲

本 仕 様 書 は 、 進 入 灯 、 滑 走 路 灯 、 滑 走 路 末 端 灯 等 の 埋 込 型 標 識 灯 （ 以 下 「 灯

器」 とい う。） に 適用 する 。

２ 適 用法 規 及び 規格

(1) 航 空 法施 行規 則 （昭 和２ ７ 年７ 月運 輸 省令 第５ ６号 ）

(2) 日 本 工業 規格 （ ＪＩ Ｓ ）

(3) 関 連 仕 様 書

航 空 照明 用プ ラ グ・ レセ ップ 仕 様書

航 空 照明 用ア ダ プタ －仕 様書

航 空 灯火 用干 渉 膜透 過フ ィル タ 仕様 書

Ｆ 型 標識 灯用 埋 込基 台仕 様書

直 列 点灯 回路 用 ｺﾞﾑ被 覆 絶縁 変圧 器仕 様

３ 用 語 の 定 義

防 灯 仕 第 ５ ７ 号

防 灯 仕 第 １ ８ ８ 号

防 灯 仕 第 ２ ６ ４ 号

防 灯 仕 第 ２ ６ ９ 号

防 灯 仕 第 ９ ９ 号

：灯器によって得られる光色の不動光をいう。

：規定された光度による灯光の広がりをいう。

： 主 光 柱 の 外 側 に お い て 規 定 さ れ た 光 度 の 灯 光 の 広 が り

をいう。

：主光柱、副光柱の開きの範囲を示す曲線をいう。

： 主 光 柱 曲 線 内 の 各 点 の 光 度 を 平 均 し た 値 の 要 求 下 限 値

をいう。

： Ｊ Ｉ Ｓ Ｗ ８ ３ ０ １ (航 空 標 識 の 色 )に 規 定 さ れ た 色 度

を有する灯火の色をいう。

：灯器に表示された電流をいう。

：灯器に表示された消費電力をいう。

：光源が点灯しなくなるまでの通算点灯時間をいう。

： 長 時 間 に わ た り 製 造 さ れ た 同 一 型 式 の 光 源 の 平 均 値 に

基づいて公表された寿命をいう。

： 灯 器 に 装 着 さ れ た ラ ン プ が 、 定 格 電 流 （ 電 圧 ） で の 点

灯 に お い て 、 規 定 す る 要 求 光 度 の ７ ０ ％ を 維 持 す る 時

間をいう。

： 可 視 の 光 学 的 放 射 を 作 る た め の 電 気 を 利 用 し た 発 行 部

品をいう。

： Light Em it ti ng D iod eの 略 で 、 電 子 が 結 合 し た と き の

発光エネルギーを利用した半導体の一種をいう。

： 光 学 特 性 を 得 る た め に Ｌ Ｅ Ｄ 取 付 基 板 、 配 光 制 御 用 レ

ン ズ 、 ホ ル ダ ー 、 給 電 端 子 、 保 護 回 路 等 を 一 体 化 し た

モジュールをいう。

： Ｌ Ｅ Ｄ ユ ニ ッ ト へ 電 源 を 供 給 す る た め の 、 直 流 変 換 及

び光度制御機能を一体化したモジュールをいう。

(1)

( 2 )

( 3 )

( 4 )

( 5 )

( 6 )

( 7 )

( 8 )

( 9 )

( 1 0 )

( 1 1 )

( 1 2 )

( 1 3 )

( 1 4 )

( 1 5 )

灯 光

主 光 柱

副 光 柱

光 柱 曲 線

最 低 平 均 光 度

光 色

定 格 電 流

定 格 電 力

寿 命

定 格 寿 命

有効ランプ寿命

ラ ン プ

Ｌ Ｅ Ｄ

ＬＥＤユニット

点 灯 ユ ニ ッ ト
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４ 灯 器の 種 類

本 仕様 書 に規 定す る 灯器 の種 類は 、 表１ のと お りと する 。

表 １ 灯器 の種 類

灯 火 名 灯 光 灯 器 型 式 光 柱 特 性

センターライン
進 入 灯 及 び 航 空白 ＬＵ ３－ １ Ｄ 付図 １

ク ロス バ ー

滑 走 路末 端
航 空緑 ＬＵ ３－ ２ Ｄ 付図 ２

補 助 灯

進 入端 航 空緑 ＬＵ ３－ ３ Ｄ 付図 ３

滑 走 路末 端灯 終 端 航 空赤 ＬＵ ３－ ４ Ｄ 付図 ４

進 入端 ／ 終端 航 空緑 ／ 航空 赤 ＬＢ ３－ ３ ／４ Ｄ 付図 ３
４

滑 走 路 灯 航 空白 ／ 航空 黄 ＬＢ ３－ ５ Ｄ 付図 ５

注 1 灯 器の 型式 は 下記 の例 に よる 。

Ｌ Ｕ ３ － １ Ｄ

↑ ↑ ↑ ↑ ↑

第 １ 項 第 ２ 項 第 ３ 項 第 ４ 項 第 ５ 項

第 ４ 項

第 ５ 項

１：進入灯（センタ－ライン及びクロスバ－）

２：滑走路末端補助灯

３：滑走路末端灯（進入端）

４：滑走路末端灯（終 端）

５：滑走路灯

Ｄ：ＬＥＤ（ Light Emitting Diode）

第 １ 項

第 ２ 項

第 ３ 項

Ｌ：低突出埋込型を示す。 (Low protrusion flush type)

Ｕ：１方向 (Uni- directional)

Ｂ：２方向 (Bi- directional)

Ｏ：全方向 (Omni- directional)

３：Ｓｉｚｅ３ (304mm)
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５ 基 本性 能

５ .１ 光学 性能

５ .１ .１ 灯 光

(1) 灯光 は表 １ 及び 表２ に示 す 光色 の不 動 光と する 。

(2) 光 色 は Ｊ Ｉ Ｓ Ｗ ８ ３ ０ １ （ 航 空 標 識 の 色 ） に 規 定 さ れ た 色 度 範 囲

と する 。

(3) 電流 と光 度 の関 係は 表３ と する 。

表 ２ 光 色の 種類

注 ＊１ 定 格 光度 の５ ％ま で 減光 した 場 合に も適 合す る 。
＊２ Ｌ Ｅ Ｄ灯 火は 「制 限 緑Ⅰ 」と す る。

５ ．１ ． ２ 光柱 特 性

(1) 灯 器 の 光 柱 光 度 は 、 定 格 電 流 で 点 灯 し 、 表 １ の 付 図 に 示 す 特 性 を 有

す るも のと す る。

(2) 前 項 に 示 す 光 柱 曲 線 内 の 最 小 光 度 は 規 格 最 低 平 均 光 度 の ０ ． ５ 倍 以

上 であ り、 最 大光 度は 実測 最 小光 度の ３ 倍以 内と する 。

(3) 埋 込 灯 器 は 、 投 光 窓 部 に 水 が 滞 留 し た と き 、 平 均 光 度 が 最 低 平 均 光

度 の７ ０％ 以 上あ るも のと す る。

５． ２ 電 気的 特性

(1) 灯 器 の 定 格 電 流 は ６ ． ６ Ａ と し 、 導 電 部 の 通 電 容 量 は 定 格 電 流 の １ ．

５ 倍 とす る。

(2) 灯 器 は 、 ラ ン プ の 断 芯 又 は 故 障 状 態 時 に 生 じ る 絶 縁 変 圧 器 の 二 次 開 放

電 圧 に耐 え、 ７ ．３ 項を 満足 す るも のと す る。

(3) 灯 器の 定格 電 力は 、表 ４に 示 す値 を標 準 とす る。

(4) 半 導体 を有 す る灯 器は 耐雷 性 を考 慮す る 。

5 4 3 2 1
表３　点灯電流と光度比の関係

光度段階
点灯電流

灯器形式
LU3-1D
LU3-2D
LU3-3D
LU3-4D
LB3-3/4D
LB3-5D

6.6A 5.2A 4.1A 3.4A 2.8A

100 25 5 1 0.2

光
度
比

（
％

）

色 略 号 光 色 の 種 類

Ｒ 航 空 赤 　 ＊ 1

航 空 緑 　 ＊ 1

　 　 　 　 　  ＊ 2

Ｙ 航 空 黄 　 ＊ 1

Ｗ 航 空 白 　 ＊ 1

Ｇ
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表 ４ 定 格電 力 及び 適用 ラ ンプ

灯 器 型 式 定 格電 力 ラン プ の種 類

Ｌ Ｕ ３－ １Ｄ 150W以 下 ＬＥ Ｄ

Ｌ Ｕ ３－ ２Ｄ 115W以 下 ＬＥ Ｄ

Ｌ Ｕ ３－ ３Ｄ 85W以 下 ＬＥ Ｄ

Ｌ Ｕ ３－ ４Ｄ 30W以 下 ＬＥ Ｄ

Ｌ Ｂ ３－ ３／ ４ Ｄ 100W以 下 ＬＥ Ｄ

Ｌ Ｂ ３－ ５Ｄ 90W以 下 ＬＥ Ｄ

５． ３ 耐 環境 特性

５ ．３ ． １ 防 水

７ ． ４． １項 の 試験 を満 足す る もの とす る 。

５ ．３ ． ２ 周囲 温 度

(1) － ３ ５ ℃ ～ ＋ ５ ５ ℃ の 環 境 下 に お い て 連 続 使 用 が で き る も の と す

る 。

(2) ７． ４． ２ 項、 ７． ４． ３ 項の 試験 を 満足 する もの と する 。

５ ．３ ． ３ 温度 衝 撃

７ ． ４． ４項 の 試験 を満 足す る もの とす る 。

５ ．３ ． ４ 耐食 性

７ ． ４． ５項 の 試験 を満 足す る もの とす る 。

５． ４ 耐 航空 機特 性

５ ．４ ． １ 荷 重

７ ． ５ ． １ 項 、 ７ ． ５ ． ２ 項 、 ７ ． ５ ． ３ 項 の 試 験 を 満 足 す る も の と す

る。

５ .４ .２ 機 械的 衝 撃

７ .５ .４ 項の 試 験を 満足 する も のと する 。

５ .４ .３ 水 衝撃

７ .５ .５ 項の 試 験を 満足 する も のと する 。

５ ．４ ． ４ 振 動

７ ． ５． ６項 の 試験 を満 足す る もの とす る 。
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５． ５ 温 度性 能

７ ． ６項 の試 験 を満 足す るも の とす る。

５． ６ 加 速寿 命

７． ７項 の 試験 を満 足 する もの とす る 。

５． ７ 灯 器シ ステ ム 性能

５ ．７ ． １ 標準 化 と構 成

(1) 灯 器 の 保 全 作 業 を よ り 容 易 に す る た め に 、 灯 器 の 各 部 は 整 合 性 を 考

慮 した もの と する 。

(2) 灯 器 を 構 成 す る 部 品 群 は 、 共 通 部 品 の 割 合 を 高 く し 、 各 種 部 品 の 組

み 換 え に よ り 異 な っ た 種 類 の 光 柱 が 得 ら れ る よ う 標 準 化 が 図 ら れ て い

る もの とす る 。

なお 、標 準 構成 は表 ５の と おり とす る 。

(3) ラン プの 定 格電 力は 、適 切 な値 を満 た すも のと する 。

表 ５ 灯器 の 標準 構成 表

構 成 部 品

ラ ン プ

灯 器 光 学 系

灯 火 灯 体

調 整リ ング

基 台 （ 防灯 仕２ ６ ９号 によ る ）

５ ．７ ． ２ 保全 性 能

(1) 灯器 は、現 場 にお ける 交換 及び 保 全作 業が 容 易に 行え るも の とす る。

(2) 灯 器 を 現 場 で 調 整 リ ン グ か ら 着 脱 し て も 湿 度 が 灯 体 内 部 に 進 入 し な

い もの とす る 。

(3) 灯 器 を 調 整 リ ン グ に 設 置 す る 際 に そ の 都 度 光 軸 調 整 を 必 要 と し な い

も のと する 。

(4) 灯器 の質 量 は、 １３ ｋｇ 以 下と する 。

(5) 灯 器 の 保 全 作 業 に あ た り 、 分 解 ・ 点 検 及 び 交 換 が 容 易 に 行 え る 構 造

と する 。

５ ．７ ． ３ 互換 性 と標 準寸 法

(1) 構 成 部 品 又 は 部 品 組 立 は 、 各 種 灯 器 相 互 間 の 互 換 性 を 有 す る も の と

す る。

(2) 灯 器 及 び 調 整 リ ン グ は 、 基 台 と の 整 合 性 を 確 保 す る た め 「 Ｆ 型 標 識

灯 用 埋 込 基 台 仕 様 書 」（ 防 灯 仕 ２ ６ ９ 号 ） に 示 す 寸 法 を 標 準 と す る 。

(3) 灯 器 と 調 整 リ ン グ を 組 合 せ た 地 上 突 出 高 さ は 、 ６ ｍ ｍ 以 下 と す る 。
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５ ．７ ． ４ 隣接 機 材と の整 合

(1) 灯 器 は 、 基 台 の 上 に 調 整 リ ン グ を 設 け 、 正 確 に 取 り 付 け ら れ る も の

と する 。

な お、 基台 Ａ の積 雪地 仕様 の 場合 は間 座 を設 ける もの と する 。

(2) 灯 器 及 び 調 整 リ ン グ を 基 台 に 取 り 付 け た と き 、 基 台 内 に 雨 水 が 侵 入

し ない もの と する 。

５ ．７ ． ５ 構造 仕 様

(1) 灯 器 及 び 調 整 リ ン グ の 構 造 は 、 堅 牢 か つ 強 固 な も の と し 、 航 空 機 の

運 航 等 の 外 的 要 因 に よ っ て 本 仕 様 書 の 規 定 す る 性 能 が 損 な わ れ な い も

の とす る。

(2) 積 雪 寒 冷 地 域 用 の 灯 器 は 、 除 雪 機 材 に 取 り 付 け ら れ た 硬 質 ウ レ タ ン

ゴ ム排 雪板 に より 破損 しな い もの とす る 。

(3) 硬質 ウレ タ ンゴ ム排 雪板 の 仕様 は、 次 のと おり とす る 。

比 重 ： １ .１ ～１ .３

硬さ (Ｊ ＩＳ ) ： ９０ ～９ ５

反発 弾性 ： ３ ６ ％～ ６８ ％

６ 仕 様及 び 細部 性能

６． １ ラ ンプ

６ ．１ ． １ ラン プ の構 成

(1) ラ ン プ は 、 Ｌ Ｅ Ｄ ユ ニ ッ ト 及 び 点 灯 ユ ニ ッ ト に よ り 構 成 す る も の と

す る。

(2) ラン プは 、 灯体 に適 合す る もの を使 用 する 。

(3) 点灯 ユニ ッ トは ＬＥ Ｄユ ニ ット に適 合 する もの を使 用 する 。

６ ．１ ． ２ ＬＥ Ｄ ユニ ット

(1) ＬＥ Ｄユ ニ ット は、 耐熱 性 放熱 性が 考 慮さ れた もの と する 。

(2) 灯体 へ組 立 時に 、取 付方 向 など 誤り を 生じ させ ない も のと する 。

(3) ７． ３． ４ 項の 耐雷 性能 を 有す るも の とす る。

(4) ＬＥ Ｄの 故 障時 には 回路 を 保護 する 機 能を 有す るも の とす る。

６ ．１ ． ３ 点灯 ユ ニッ ト

(1) 表 ３ に 示 す 点 灯 電 流 と 光 度 比 に 対 応 す る 制 御 回 路 を 有 す る も の と す

る 。

(2) ７． ３． ４ 項の 耐雷 性能 を 有す るも の とす る。

(3) Ｌ Ｅ Ｄ ユ ニ ッ ト の 故 障 時 や 、 点 灯 ユ ニ ッ ト と Ｌ Ｅ Ｄ ユ ニ ッ ト 間 の 配

線 の断 線時 に 半導 体回 路を 保 護す る機 能 を有 する もの と する 。

(4) 進 入 用 及 び 滑 走 路 用 灯 火 の 場 合 は 、 点 灯 状 態 を 監 視 し 異 常 時 は 入 力

を 開放 する も のと する 。

６． ２ 光 学系

６ ．２ ． １ 光学 系 の構 成

(1) 光学 系は 、プ リズ ム、フィ ル タ等 によ り 構成 され てい る もの とす る。

(2) 部 品 の 交 換 及 び 点 検 が 容 易 で あ り 、 点 検 後 の 組 立 て に 際 し 特 別 の 光
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柱 調整 を必 要 とし ない もの と する 。

(3) 灯 器 は 、 ラ ン プ 及 び 光 学 系 部 品 を 交 換 す る こ と に よ っ て 、 異 な っ た

光 柱を もつ 灯 器に 組替 えが 可 能な もの と する 。

なお、光 学 系は、ユ ニッ ト 型と し、組 合せ 交換 がで き るも の とす る。

(4) ２ 方 向 性 の 灯 器 に お い て 、 片 方 向 を 個 別 に 点 灯 制 御 す る 場 合 は 、 反

対 方向 に光 が 漏れ ない 構造 と する 。

６ ．２ ． ２ プリ ズ ム

材 質 は 、 耐 熱 ガ ラ ス と し 、 ７ ． ４ 項 、 ７ ． ５ 項 の 試 験 を 満 足 す る も の と

する 。

６． ３ 灯 体

６ ．３ ． １ 構 成

(1) 灯 体 は 、 航 空 機 の 荷 重 を 受 け る 灯 体 部 、 部 品 交 換 等 の た め の 開 閉 部

よ り構 成さ れ てい るも のと す る。

(2) 灯 体 は 、 ラ ン プ 及 び 光 学 系 を 収 納 し 、 開 閉 部 を 開 く こ と に よ り 、 ラ

ン プ及 び光 学 系部 品を 容易 に 交換 でき る もの とす る。

(3) 灯体 の内 部 に容 易に 湿気 が 侵入 しな い もの とす る。

(4) 灯 体 は 、 保 全 作 業 に あ た り 容 易 に 分 解 組 立 て が で き る も の と す る 。

(5) リ ー ド 線 が 灯 体 を 貫 通 す る 部 分 に は 、 適 切 な 防 水 及 び 絶 縁 処 理 を 施

し たも のと す る。

(6) 航 空 機 の タ イ ヤ が 接 触 す る 灯 器 上 面 角 部 は 、 滑 ら か な 丸 み を 有 し 、

航 空機 のタ イ ヤに 損傷 を与 え ない もの と する 。

６ ．３ ． ２ 性 能

(1) 灯 体 は 、 ５ ． ３ 項 、 ５ ． ４ 項 の 性 能 を 満 足 す る に 必 要 な 強 度 を 有 す

る もの とす る 。

(2) フ ラ ン ジ 面 に 接 す る 面 は 、 気 密 保 持 に 必 要 な 平 面 度 を 有 す る も の と

し 、ま た、 そ の他 の面 は滑 ら かな 形状 と する 。

(3) 灯 体 の 材 質 は 耐 食 性 に 優 れ 、 ５ ． ７ ． ２ （ ４ ） 項 を 満 足 す る と 共 に

ア ルミ ニウ ム 合金 又は 同等 以 上の もの と する 。

(4) リー ド線 及 びこ れに 付属 す るプ ラグ 等 は６．７項 によ るも の とす る。

６ .４ 調整 リン グ

(1) 調 整 リ ン グ は 基 台 又 は 間 座 上 に 堅 固 に 設 置 さ れ 、 灯 体 等 を 容 易 に 据

付 け又 は着 脱 でき るも のと す る。

(2) 調 整 リ ン グ の 外 周 辺 は 、 ほ ぼ 同 一 レ ベ ル で 舗 装 面 に 接 し 、 灯 体 表 面

と ほ ぼ 同 じ 勾 配 以 下 で 立 ち 上 が り 、 そ の 中 央 部 に 灯 体 を 定 め ら れ た 突

出 高で 正確 な 方向 に設 置で き るも のと す る。

な お 、 調 整 リ ン グ 表 面 と 灯 体 表 面 の 勾 配 と は 著 し い 段 差 が 生 じ な い

も のと する 。

(3) 調 整 リ ン グ は ５ ． ３ 項 、 ５ ． ４ 項 の 性 能 を 有 す る も の と し 、 そ の 材

質 は６ ．６ ． ３（ ３） 項を 満 足す るも の とす る。

(4) 灯 体 、 基 台 又 は 間 座 が 接 す る 接 触 面 は 、 気 密 保 持 に 必 要 な 平 面 度 を

有 する もの と する 。
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(5) 表面 処理 を 施す 場合 は、 ６ ．６ ．３ （ ３） 項に よる も のと する 。

(6) 調 整 リ ン グ は 、 基 台 又 は 間 座 に 取 り 付 け る 際 に 、 光 軸 を 調 整 （ 水 平

± ５度 ）で き るも のと する 。

(7) 調 整 リ ン グ を 寒 冷 地 区 で 使 用 す る 場 合 は 、 凍 結 に よ る 破 損 防 止 対 策

を 考慮 する も のと する 。

６． ５ 基 台

「Ｆ 型 標識 灯用 基 台仕 様書 」（防 灯仕 ２ ６９ 号） によ るも の とす る 。

６． ６ 共 通機 械部 品

６ ．６ ． １ ガス ケ ット

(1) ガ ス ケ ッ ト の 材 質 は 、 Ｊ Ｉ Ｓ Ｂ ２ ４ ０ １ （ Ｏ リ ン グ ） に 規 定 さ れ

た ４種 Ｃ以 上 の物 理的 性能 を 有す るも の とす る。

(2) Ｏ リ ン グ を 使 用 す る 場 合 は 、 Ｊ Ｉ Ｓ Ｂ ２ ４ ０ １ （ О リ ン グ ） 及 び

Ｊ Ｉ Ｓ Ｂ ２ ４ ０ ６ （ Ｏ リ ン グ 取 付 け 溝 部 の 形 状 ・ 寸 法 ） の 規 定 に 準

じ て設 計さ れ たも のと する 。

６ .６ .２ ボ ルト ・ ナッ ト類

(1) 灯 体 に 使 用 す る ボ ル ト ・ ナ ッ ト 類 は Ｊ Ｉ Ｓ Ｇ ４ ３ ０ ３ （ ス テ ン レ

ス 鋼 棒 ） に 規 定 され た SUS 410、 SUS 416、 SUS 304、 SUS XM7と し 、 構

造 上必 要と さ れる 締付 け トル クに 耐 える もの と する 。

な お 、 SUS 410、 SUS 416に あ っ て は 、 導 電 部 に 使 用 さ れ る も の を 除

き 、 黒 色 酸 化 被 膜 処 理 又 は 同 等 の 防 食 性 能 を 有 す る 処 理 が 施 さ れ て い

る もの とす る 。

(2) 前 項 以外 の ボ ル ト、 ナ ッ ト 類 は、 充 電 部 に使 用 さ れ る もの を 除 き SU

S 304と す る。

(3) ボ ル ト ・ ナ ッ ト 類 は 、 Ｊ Ｉ Ｓ Ｂ ０ ２ ０ ５ － １ ～ ４ （ 一 般 用 メ － ト

ル ね じ － 第 １ 部 ～ 第 ４ 部 ） 及 び Ｊ Ｉ Ｓ Ｂ ０ ２ ０ ９ -１ ～ ５ （ 一 般 用

メ － ト ル ね じ － 公 差 － 第 １ 部 ～ 第 ５ 部 ） に 規 定 さ れ た は め あ い 区 分 は

中 以上 に仕 上 げさ れた もの と する 。

(4) 航 空 機 の 運 航 に よ っ て 生 じ る 振 動 、 荷 重 で 緩 み を 生 じ に く い 構 造 と

す る。

(5) か み つ き を 生 じ や す い ボ ル ト ・ ナ ッ ト 類 に は 、 か み つ き 防 止 処 理 を

施 すも のと す る。

６ ．６ ． ３ 金属 部 品

(1) 使 用 す る 金 属 は 、 耐 候 性 、 耐 食 性 に 優 れ た も の と し 、 耐 候 性 、 耐 食

性 を向 上さ せ る表 面処 理が 施 され たも の とす る。

(2) 電 解 腐 食 を 生 じ や す い 異 種 金 属 接 触 部 分 に は 、 金 属 メ ッ キ そ の 他 の

方 法に より 腐 食防 止処 理が 施 され てい る もの とす る。

(3) 表 面 処 理 を 施 す 場 合 は 、 表 ６ を 標 準 と し 、 使 用 場 所 に よ っ て 耐 摩 耗

性 及 び 耐 熱 性 等 を 考 慮 す る と と も に 、 必 要 に 応 じ て は 防 錆 塗 装 が 施 さ

れ てい るも の とす る。

(4) 舗 装 表 面 に 露 出 す る 部 材 の 塗 色 は 、 Ｊ Ｉ Ｓ Ｗ ８ ３ ０ １ （ 航 空 標 識

の 色） によ る 一般 標識 の表 面 色の 黄赤 又 は無 彩色 系と す る。
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表 ６ 金 属 部分 の表 面 処理

素 地 関 連 規 格

ア ル ミ ニ ウ ム ＪＩ Ｓ Ｈ ８６ ０１ に 規 定す るも の

銅 及び 銅合 金 ＪＩ Ｓ Ｈ ８６ １７ に 規 定す るも の

ＪＩ Ｓ Ｈ ８６ １０ に 規 定す るも の

ＪＩ Ｓ Ｈ ８６ １５ に 規 定す るも の
そ の他 の素 地

ＪＩ Ｓ Ｈ ８６ １７ に 規 定す るも の

ＪＩ Ｓ Ｈ ８６ ４１ に 規 定す るも の

６ .７ 共通 電気 部 品

６ ．７ ． １ リ－ ド 線

(1) 灯 体 外 部 の リ － ド 線 は 、 必 要 と さ れ る 端 末 処 理 （ Ｐ － ３ Ｃ 型 レ セ ッ

プ に 適 合 す る プ ラ グ 等 ） が な さ れ て い る も の と す る 。 リ ー ド 線 の 固 定

部 は 、 通 常 発 生 す る リ ー ド 線 へ の 張 力 に 耐 え 、 灯 器 の 気 密 性 、 絶 縁 性

が 保持 され て いる もの とす る 。

(2) 外 部 （ プ ラ グ 用 ） に 使 用 さ れ る リ ー ド 線 は ２ mm²以 上 、 Ｌ Ｅ Ｄ ユ ニ

ッ ト 、 点 灯 ユ ニ ッ ト 等 の 電 子 部 品 に 使 用 さ れ る リ ー ド 線 は ０ ． ３ mm²

以 上の 軟銅 よ り線 とし 、７ ． ３項 を満 足 する 電線 とす る 。

なお 、電 線 は必 要な 可と う 性を 有す る もの とす る。

(3) 導 電 接 続 部 分 を 設 け る 場 合 は 、 外 部 配 線 と プ ラ グ ・ レ セ ッ プ 接 続 を

除 き 開 閉 部 と す る 。 接 続 部 は 、 電 気 的 、 機 械 的 に 確 実 に 接 続 が な さ れ

て いる もの と する 。

(4) 絶 縁 材 料 は 、 使 用 温 度 に 充 分 耐 え ら れ る 絶 縁 物 で 、 か つ 、 吸 湿 性 の

少 な い 電 気 的 特 性 の 良 好 な も の と す る 。 ま た 、 表 面 が 切 削 等 の 加 工 に

よ り 吸 湿 性 が 大 き く な る 場 合 は 、 適 切 な 表 面 処 理 を 行 う も の と す る 。

(5) プ ラ グ は Ｐ － ３ Ａ 型 と 同 等 以 上 の 性 能 を 有 し 、 か つ 十 分 な 接 合 が 確

保 でき るも の とす る。

６ ．７ ． ２ 異常 発 報回 路

(1) ラ ン プ が 不 点 及 び 不 点 に 準 ず る 状 態 に な っ た と き 、 直 ち に 灯 器 へ の

入 力を 開放 す る異 常発 報回 路 を取 付け 可 能な 構造 とす る 。

(2) 不点 及び 不 点に 準ず る状 態 とは 、下 記 によ る。

① 一 つ の 灯 火 に 対 し 、 開 放 又 は 短 絡 に よ り 全 体 の ５ ０ ％ を 超 え て Ｌ

ＥＤ が故 障 した と見 なさ れ た場 合

② 点 灯電 流 と光 度比 に対 応 する 制御 が 故障 した と見 な され た場 合

③ 点 灯ユ ニ ット が故 障し た と見 なさ れ た場 合

７ 試 験

７． １ 外 観・ 構造

構 造 ・ 寸 法 ・ 仕 上 げ ・ 塗 装 ・ 重 量 及 び 部 品 の 着 脱 性 が 、 本 仕 様 書 に 適 合 す
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る もの と する 。

７． ２ 光 学特 性試 験

７ ．２ ． １ 光柱 光 度（ 副光 柱を 含 む。） 試験

(1) 光 柱 光 度 試 験 は 、 定 格 電 流 で 特 性 が 安 定 す る ま で 点 灯 さ せ 、 ５ ｍ 以

上 の 距 離 で 規 定 さ れ た 光 色 の 光 度 を 測 定 す る 。 ま た 、 安 定 に 長 時 間 を

必 要 と す る 場 合 は 、 そ の デ ー タ に 基 づ き 点 灯 直 後 に 測 定 測 定 し 換 算 し

て も 良 い 。 こ の と き 、 灯 器 の 中 心 軸 は 正 確 に 調 整 さ れ て い る も の と す

る 。

な お 、 光 色 の 照 度 を 測 定 す る 場 合 は 、 受 光 器 や 光 色 の 種 類 に よ り 色

補 正を 行い 、 測定 値を 光度 に 換算 する も のと する 。

(2) 主 光 柱 の 実 測 平 均 光 度 は 、 表 １ の 付 図 に 示 す 最 低 平 均 光 度 以 上 で あ

り 、か つ、 ５ ．１ ．２ （２ ） 項に 適合 す るも のと する 。

ま た、実 測平 均 光度 の算 出法 及び 測 定位 置並 び に副 光柱 の測 定 位置 は、

７ ． ２． １（ ４）、（ ５） によ るも の とす る。

(3) 投 光 窓 部 が 舗 装 面 よ り 下 に な る 部 分 が あ る 場 合 は 、 そ の 部 分 を 遮 蔽

し て前 項の 測 定を 行い 、５ ． １． ２（ ３ ）を 満足 する も のと する 。

(4) 測定 点は 下 記に より 選定 す るも のと す る。

ア 全 面平 均 の測 定点

光 度 は 、 主 光 柱 に お い て は 水 平 角 、 鉛 直 角 共 に ２ 度 以 下 の 間 隔 と

する 。た だ し、 最低 ９点 以 上と なる よ う間 隔を 調整 す る。

イ ５ 点平 均 の測 定点 （納 入 検査 時）

主 光 柱 は 、 水 平 角 ・ 鉛 直 角 と も に 光 柱 の 中 心 と 、 光 柱 曲 線 の 光 柱

軸が 交わ る ４点 の計 ５点 と する 。

ウ 副 光柱 の 測定 点

副 光 柱 に お い て は 、 光 柱 曲 線 の 光 柱 軸 と 交 わ る ４ 点 以 上 と す る 。

ただ し、 鉛 直角 ０度 以下 は 除外 する 。

(5) 光柱 光度 の 計算 方法 と結 果

ア 計 算結 果

光 柱光 度 の計 算結 果は 、 ５． １． ２ 項に 適合 する も のと する 。

イ 換 算

測 定に 照 度計 を使 用す る 場合 は、 下 記に より 光度 に 換算 する 。

光 度 (cd)＝照 度 (lx) ×測 定 距離 (m)×測 定距 離 (m)

ウ 実 測平 均 光度 の計 算

(ｱ) 全 面 平均 の計 算方 法

Σ Iｎ
計 算 式： 実 測平 均光 度 (cd)＝

測 定点 数 (n)

Ｉ ｎ： 各測 定点 の 実測 光度 (cd)

(ｲ) ５ 点 平均 の計 算方 法

1 4 Ｉ o＋ Ｉ n
計 算 式： 実 測平 均光 度 (cd)＝ Σ

4 I=1 2



1 － 19 － 11

Ｉ o：光 柱中 心の 実 測光 度 (cd)

Ｉ n：光 柱曲 線上 の 実測 光度 (cd)

７ ．２ ． ２ 色度 試 験

(1) 灯 器を 定格 電 流で 特性 が安 定 する まで 点 灯し た後 、色 度を 測定 し、５．

１ ． １項 に適 合 する もの とす る 。

(2) 測 定点 は、 中 心と 主光 曲線 と 光柱 軸と の 交わ る４ 点と す る。

７． ３ 電 気特 性試 験

７ ．３ ． １ 絶縁 抵 抗試 験

次 項 の耐 電圧 試 験の 前後 、ラ ン プ及 び導 電 部一 括と 灯体（ 非導 電 部）間、

導電 部 間を ５０ ０ Ｖ絶 縁抵 抗計 で 測定 した と き、 ３０ ＭΩ 以 上と する 。

７ ． ３ ． ２ 耐 電 圧 試 験

導 電 部 の 接 地 端 子 を 外 し 、 ラ ン プ を 装 着 し た 導 電 部 一 括 と 灯 体 （ 非 導 電 部 ）

間 に 、 周 波 数 ５ ０ Ｈ ｚ 又 は ６ ０ Ｈ ｚ の 正 弦 波 に 近 い 交 流 電 圧 １ ， ５ ０ ０ Ｖ を １ 分 間

印 加 し た と き 、 こ れ に 耐 え る も の と す る 。

７ ． ３ ． ３ 過 電 流 点 灯 試 験

灯 器 に ７ ． ２ Ａ の 電 流 を １ ０ 秒 間 通 電 し た と き 、 ラ ン プ の 断 芯 又 は 故 障 が な い

も の と す る 。

７ ． ３ ． ４ 誘 導 雷 試 験

交 流 入 力 端 子 間 に ± １ ． ２ ／ ５ ０ μ ｓ 、 ４ ． ５ ｋ Ｖ の イ ン パ ル ス 電 圧 を 正 負 各 ３

回 印 加 し て こ れ に 耐 え る も の と す る 。

７ ． ３ ． ５ 異 常 発 報 確 認 試 験

ラ ン プ の 不 点 お よ び ６ ． ７ ． ２ 項 の 不 点 に 準 ず る 状 態 に お い て 、 異 常 発 報 の

動 作 が 行 わ れ る こ と を 確 認 す る 。 な お ラ ン プ の 不 点 お よ び 不 点 状 態 を 実 現 す

る こ と が 難 し い 場 合 は 、 そ の 状 態 を 下 図 の よ う に 模 擬 し 異 常 発 報 の 動 作 が 行 わ

れ る こ と を 確 認 し て も よ い 。

図 ： 異 常 発 報 確 認 試 験

点灯ユニット

不点模擬治具 LEDユニット

入力
開放部

制御部
入力部
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７． ４ 耐 環境 試験

７ ．４ ． １ 漏洩 試 験

気 密 構造 に設 計 され てい る部 分 は、給 気口 を設 け た試 験用 治具 を 準備 し、

組 み 立 て ら れ た 状 態 で 水 中 に 浸 し 、 灯 体 内 部 に 圧 力 約 １ ４ ７ ｋ Ｐ ａ （ １ ．

５ ｋ ｇ ｆ ／ ｃ ｍ ²） の 空 気 を １ 分 間 以 上 供 給 し 、 空 気 漏 れ が な い も の と す

る。

７ ．４ ． ２ 高温 試 験

灯 器 を ＋ ５ ５ ℃ ± ２ ℃ の 環 境 条 件 下 に お い て 連 続 ２ ４ 時 間 定 格 電 流 で 点

灯 さ せ た 後 、 灯 器 及 び 部 材 に 変 形 、 亀 裂 、 腐 食 、 破 損 及 び 緩 み を 生 じ な い

もの と する 。

７ ．４ ． ３ 低温 サ イク ル試 験

灯 器 を 水 中 に 浸 し 、 － ３ ５ ℃ ± ２ ℃ の 環 境 条 件 下 に お い て 、 ２ ４ 時 間 経

過 後 、 ３ ０ 分 又 は 氷 が 溶 け る ま で 定 格 電 流 で 点 灯 す る 。 こ れ を ３ 回 繰 り 返

し た と き 、 灯 器 及 び 部 材 に 変 形 、 亀 裂 、 腐 食 、 破 損 及 び 緩 み を 生 じ な い も

のと す る。

７ ．４ ． ４ 温度 衝 撃サ イク ル試 験

灯 器 を 常 温 環 境 下 に お い て 定 格 電 流 で ４ 時 間 点 灯 さ せ た 後 、 直 ち に 温 度

５ ℃ 以 下 で 深 さ ３ ０ ｃ ｍ の 水 中 に ４ 時 間 以 上 放 置 す る 。 こ れ を ３ 回 繰 り 返

し た と き 、 灯 器 内 部 へ の 浸 水 、 レ ン ズ の 破 損 及 び そ の 他 部 品 に 損 傷 が 生 じ

ない も のと する 。

７ ．４ ． ５ 表面 処 理試 験

灯 器 を Ｊ Ｉ Ｓ Ｚ ２ ３ ７ １ （ 塩 水 噴 霧 試 験 方 法 ） に 規 定 さ れ た 方 法 ９ ６

時間 実 施し たと き 、腐 食及 び錆 の 発生 がな い もの とす る。

な お、灯 器の 内部 部品 に つい ては 、Ｊ ＩＳ Ｃ ６ ００ ６８ － ２－ １１（ 環

境試 験 方法 (電 気・ 電子 )塩 水噴 霧 試験 方法 ） によ るも のと す る。

７． ５ 耐 航空 機特 性 試験

７ ．５ ． １ 垂直 静 荷重 試験

灯 器 を 試 験 器 に 取 り 付 け 、 硬 度 （ シ ョ ア ー の 硬 さ ） ５ ０ ～ ７ ０ の ゴ ム ブ

ロ ッ ク と ゴ ム ブ ロ ッ ク に 荷 重 を 均 一 に す る た め 灯 器 外 径 と 等 し い 金 属 板 を

介し て 試験 を行 う もの とす る。

な お 、ゴ ムブ ロ ック 及び 金属 板 の寸 法等 は 表７ によ るも の とす る。

荷 重 を 毎 分 ４ ４ ｋ Ｎ （ ４ ,５ ０ ０ ｋ ｇ ｆ ） 以 下 の 速 さ で 規 定 値 に 達 す る

ま で 加 え た と き 、 有 害 な 変 形 、 亀 裂 、 破 損 、 剥 離 及 び 脱 落 が 生 じ な い も の

とす る 。

荷 重 規 定 値 は 、 灯 器 の 上 面 投 影 面 積 に 対 し １ ｃ ｍ ²当 た り 約 ３ ,１ ４ ０ ｋ

Ｐａ （ ３２ ｋｇ ｆ ／ｃ ｍ ²）と する 。
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表 ７ ゴ ムブ ロッ ク等 の 寸法

ゴム ブ ロッ クの 寸法 (cm) 金 属板 の 寸法 (cm)
灯 器

直 径 厚 さ 直 径 厚 さ

Ｓ ｉ ｚｅ ３ ３０ ３ .８ ３０ ０ ．９ 以 上

７ ．５ ． ２ 水圧 静 荷重 試験

灯 器 を 水 で 満 た し た 水 槽 内 に 取 り 付 け 、 均 一 な 水 圧 荷 重 約 ６ ， ９ ０ ０ ｋ

Ｐ ａ （ ７ ０ ｋ ｇ ｆ ／ ｃ ｍ ²） を １ 分 間 加 え た と き 、 有 害 な 変 形 、 亀 裂 、 剥

離、 脱 落等 を生 じ ない もの とす る 。

７ ．５ ． ３ 水平 静 荷試 験

光 軸 方 向 に 約 １ ３ ｋ Ｎ （ １ ,３ ６ ０ ｋ ｇ ｆ ） の 荷 重 を ２ ０ 回 繰 り 返 し 加

えた と き、 有害 な 変形 、亀 裂、 剥 離、 脱落 等 を生 じな いも の とす る。

７ ．５ ． ４ 機械 的 衝撃 試験

灯 器 を 厚 さ ２ ． ５ ｃ ｍ 、 １ ｍ 平 方 の 鋼 板 又 は 厚 さ １ ０ ｃ ｍ 以 上 の コ ン ク

リ ー ト ベ ー ス 上 に 設 置 し 、 定 格 電 流 に よ り ２ 時 間 以 上 点 灯 さ せ た 後 、 灯 体

中 心 部 ２ ． ３ ｋ ｇ の 鋼 球 を １ ． ８ ｍ の 高 さ か ら ５ 分 間 隔 で １ ０ 回 落 下 さ せ

る。

試 験 後 、 光 学 系 に 損 傷 や 部 品 の 位 置 ず れ が な く 、 か つ 、 ７ ． ４ ． １ 項 を

満足 す るも のと す る。

７ ．５ ． ５ 水衝 撃 試験

灯 器 を 上 面 １ ． ５ ｃ ｍ の 水 深 に 浸 し 、 プ リ ズ ム 部 分 に 直 径 ４ ． ５ ｃ ｍ の

ピ ス ト ン を 持 つ シ リ ン ダ を 置 き 、 ピ ス ト ン 上 方 １ ． ８ ｍ の 高 さ か ら ２ ． ３

ｋ ｇ の 鋼 球 を ５ 回 落 下 さ せ る 。 な お 、 シ リ ン ダ 内 に は 空 気 が な い も の と す

る。

試 験 後、 ７． ２ ．１ 項の 試験 を 満足 する も のと する 。

７ ．５ ． ６ 振動 試 験

ラ ン プ 部 を 短 絡 し た 灯 器 を 試 験 器 に 取 り 付 け 、 定 格 電 流 を 流 し 、 表 ８ に

振動 数 と加 速度 の 条件 で、 次の ３ 方向 にそ れ ぞれ １０ 分間 加 える 。

ア 上 下 に振 動さ せ る。

イ 水 平 に振 動さ せ る。 振動 方向 は 、投 光方 向 と平 行と する 。

ウ 水 平 に振 動さ せ る。 振動 方向 は 、投 光方 向 と直 角と する 。

表 ８ 振動 条件

加 速 度段 階 振 動 数 最 大復 振幅

10 G 20～ 500回 ／ sec 1.27mm以下

15 G 500～ 2,000回 ／ sec 1.27mm以下
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その 結果 、 次の 異常 が ない もの とす る 。

ｱ）試 験中 電 流の 断続 がな い 。

ｲ）構 成部 品 は機 械的 損傷 が ない 。

ｳ）構 成部 品 又は ねじ 類の 緩 みが ない 。

ｴ）ラ ンプ の 外面 の変 形、 移 動並 びに 回 転が ない 。

ま た、試 験の 結 果、ラン プの 外 面が 損 傷し た場 合は 、こ れ を交 換 した 後、

再 び 前 項 の 姿 勢 で 電 流 は 流 さ ず に ２ ０ ～ ２ ， ０ ０ ０ 回 ／ 秒 の 範 囲 で 加 速 度

３Ｇ に て１ ０分 間 振動 させ たと き 、異 常を 生 じな いも のと す る。

７． ６ 表 面温 度試 験

灯 器 を 側 面 及 び 下 面 共 １ ２ ． ５ ｃ ｍ 以 上 の 厚 さ の 乾 燥 砂 中 に 、 舗 装 面 に

設置 す る場 合と 同 様に 設置 する 。 なお 、環 境 は無 風状 態と す る。

灯 器 は 、 定 格 電 流 で ２ 時 間 以 上 連 続 点 灯 さ せ た 後 、 厚 さ ５ ｍ ｍ 以 上 の ゴ

ム シ ー ト で 灯 器 上 部 を 覆 い 、 灯 器 上 面 と ゴ ム シ ー ト の 間 に 熱 電 対 を 挿 入 し

温 度 測 定 す る 。 ま た 、 放 射 熱 に よ る 表 面 温 度 の 上 昇 値 が 大 き い 灯 器 に つ い

て は 、 航 空 機 の ゴ ム タ イ ヤ 片 を 投 光 窓 部 に 停 留 状 態 に 近 似 し て 置 き 、 ゴ ム

タ イ ヤ 片 の 投 光 に 当 た る 部 分 に 直 射 光 を 受 け な い 処 置 を し た 熱 電 対 を 挿 入

して 温 度を 測定 す る。

い ず れ の 場 合 も １ ０ 分 後 の 温 度 上 昇 値 は １ ６ ０ ℃ を 超 え な い も の と す る 。

７． ７ 加 速寿 命試 験

灯 器 を 側 面 及 び 下 面 共 １ ２ ． ５ ｃ ｍ 以 上 の 暑 さ の 乾 燥 砂 中 に 固 定 し 、 上

面 は 灯 器 が 隠 れ る 程 度 に 乾 燥 砂 を ふ り か け る 。 た だ し 、 舗 装 面 よ り 上 に な

る部 分 の投 光窓 は 砂を 取り 除い て よい もの と する 。

こ の 状 態 で 、 ５ ０ ０ 時 間 以 上 連 続 し て 定 格 電 流 に よ る 点 灯 を 行 っ た 後 、

７ ． ２ ． １ 項 の 光 柱 光 度 試 験 を 行 っ た と き 、 最 低 平 均 光 度 の ８ ０ ％ 以 上 の

光 度 を 有 す る も の と す る 。 ま た 、 灯 器 に 変 形 、 膨 れ 及 び 熱 に よ る 損 傷 の 形

跡並 び に腐 食が 生 じな いも のと す る。
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８ 検 査

立 会い 検 査は 、表 ９ のと おり とす る 。

表 ９ 検 査の 項目

種 別 Ａ 欄
Ｂ 欄 備 考

検 査 項 目 (ア ) (イ )

7.1 外 観 ・ 構 造 ５ ％ 全 数 ○

7.2.1 光 柱 光 度 ５ ％ 全 数 ○

7.2.2 色 度 １ 台 ５ ％ ○

7.3.1 絶 縁 抵 抗 ５ ％ 全 数 ○

7.3.2 耐 電 圧 ５ ％ 全 数 ○

7.3.3 過 電 流 点 灯 ○

7.3.4 誘 導 雷 ○

7.3.5 異 常 発 報 確 認 ○

7.4.1 漏 洩 １ 台 １ 台 ○

7.4.2 高 温 ○

7.4.3 低温 サイ ク ル ○

7.4.4 温度衝撃サイクル ○

7.4.5 表 面 処 理 ○

7.5.1 垂 直 静 荷 重 ○

7.5.2 水 圧 静 荷 重 ○

7.5.3 水 平 静 荷 重 ○

7.5.4 機 械 的 衝 撃 ○

7.5.5 水 衝 撃 ○

7.5.6 振 動 ○

7.6 表 面 温 度 ○

7.7 加 速 寿 命 ○

注 1 Ａ 欄 (ア )に 原 則 と し て 監 督 官 立 会 い の 上 行 う 試 験 項 目 を 、 Ａ 欄 (イ )

に 製 造 者 が 社 内 に お い て 行 う 試 験 ・ 検 査 項 目 を 、 Ｂ 欄 に 製 造 者 が 同 一

設 計で 最初 の 製品 につ い て行 う試 験・ 検 査項 目を 示 す。

2 Ｂ欄 ○印 は 試験 ・検 査 の実 施を 示す 。

3 検査 対象 品 の５ ％の 数 が３ 個以 下の 場 合、検 査個 数は 最 低３ 個と し、

検 査対 象品 が ３個 未満 の 場合 は全 数と す る。

4 Ａ 欄 (イ )に お け る 光 柱 光 度 試 験 で 、 ７ ． ２ ． １ (３ )ウ 項 の 副 光 柱 の

検 査 数 量 は 、 ５ ％ （ 最 低 ３ 台 ） と し 、 検 査 対 象 品 が ３ 個 未 満 の 場 合 は

全 数と する 。
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９ 表 示及 び 梱包

９． １ 表 示

９ ．１ ． １ 灯体 表 示

灯 体 には 、次 の 事項 を明 確に 表 示す る銘 板 を取 付け るも の とす る。

ま た 、 灯 器 を 構 成 す る 主 要 部 品 に は 、 製 造 者 名 、 部 品 名 、 製 造 年 月 を 表

す管 理 記号 を鋳 造 、刻 印、 不滅 イ ンク 等で 表 示す る。

型式 ・品 名

製 造 年 月

製 造 番 号

製 造 者 名

９ .１ .２ 梱 包表 示

梱 包 の２ 側面 に は、 適当 な方 法 で次 の事 項 を表 示す る。

型式 ・品 名

数 量

製 造 者 名

９ .２ 梱 包

運 搬 中 損 傷 し な い よ う 、 十 分 な 強 度 を 有 す る 木 箱 又 は ダ ン ボ － ル 等 の 適 切

な 方法 で 梱包 する 。

９ .３ 取扱 説明 書

灯 器 及 び 内 部 構 成 部 品 の 組 立 又 は 設 置 に つ い て の 必 要 な 取 扱 説 明 書 を 添 付

す る。

９ .４ 工具 類

灯 器 及 び 内 部 構 成 部 品 の 組 立 、 施 工 又 は 保 守 管 理 に 特 殊 工 具 が 必 要 な 場 合

に は特 記 によ り供 給 可能 であ るも の とす る。

１ ０ 品質 保 証

(1) 材 料 及 び 部 品 の 受 け 入 れ 、 又 は 購 入 検 査 ・ 行 程 検 査 及 び 出 荷 検 査 を 行 う

設 備 を 持 ち 、 有 効 な 品 質 管 理 を 行 う も の と す る 。 ま た 、 指 定 す る 検 査 項 目

以 外 は 、 Ｊ Ｉ Ｓ Ｚ ９ ０ １ ５ -０ ～ ３ （ 計 数 値 検 査 に 対 す る 抜 取 検 査 手 順

－第 ０ 部～ 第３ 部 ）に 従い 、検 査 を行 うも の とす る。

こ の 規 定 に 外 れ た 場 合 は 、 全 数 検 査 を 行 う か 、 又 は そ の ロ ッ ト 分 を 廃 棄

する 。

(2) 航 空 機 の 正 常 な 運 行 等 に よ り 、 灯 器 の 表 面 以 外 に つ い て は 機 械 的 損 傷 を

生じ な いこ とを 保 証す るも のと す る。

な お 、 こ の 保 証 は 製 作 年 度 を 含 め 最 大 ２ 年 と し 、 工 事 及 び 保 守 作 業 に よ

って 現 場に 設置 す る場 合は 、１ 年 とす る。
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１ 適用範囲

本仕様書は、飛行場灯火用電力制御装置として設置する、飛行場灯火電力制

御装置（以下「本装置」という。）の性能及び仕様について適用する。

２ 適用法規及び規格

(1) 航空法施行規則 （昭和２７年７月運輸省令第５６号）

(2) 日本工業規格 （ＪＩＳ）

(3) 関 連 仕 様 書

航空照明用プラグ・レセップ仕様書 防灯仕第 ５７号

直列点灯回路用ゴム被覆絶縁変圧器仕様書 防灯仕第 ９９号

航空照明用 ｺﾞﾑ絶縁 ｸﾛﾛﾌﾟﾚﾝｼ-ｽｹ-ﾌﾞﾙ仕様書 防灯仕第１１１号

飛行場灯火運用・監視装置仕様書 防灯仕第２６６号

３ 用語の定義

(1) 灯火電力制御装置

直列点灯回路に接続された飛行場灯火に、定電流電源を供給する定電流

調整装置（以下「ＣＣＲ」という。）と、これに付属する出力装置により

構成され、灯火運用・監視装置からの灯火制御信号により、すべての飛行

場灯火の点滅及び光度制御を行う機能を有する機器の総称をいう。

(2) 定電流調整装置（ＣＣＲ）

直列点灯回路のゴム被覆絶縁変圧器を介して接続された進入灯、滑走路

灯、誘導路灯及び進入角指示灯等の灯火に、定電流電源を供給する装置で、

電源電圧、周波数の変動又は負荷容量に変動があっても、定電流を供給す

ることができる機能を有する装置をいう。

(3) 出力装置

ＣＣＲの出力回路側に設置され、常用－予備器の切替、点灯方向の切替

等、直列点灯回路とＣＣＲとの間に必要とされる機能を有する装置をいう。

４ 環境条件

本仕様書に定める装置は、次の環境条件下において使用できるものとする。

(1) 周囲温度 飛行場電源室設置 ０℃ ～ ４０℃

(2) 相対湿度 飛行場電源室設置 ３０％ ～ ９０％

(3) 標 高 １，０００ｍ 以下

(4) 使用場所 屋 内

(5) 雷 対 策 出力側より侵入する誘導雷サ－ジに耐えるものと

する。

(6) そ の 他 航空機が発生するガス、無線施設による電波によ

り影響を受けないものとする。また、周囲温度が

範囲を超え問題が生じる恐れのある場合は、その

対策が講じられる構造とする。

５ 基本性能

５．１ 装置の性能

本装置は、「飛行場灯火運用・監視装置仕様書」（防灯仕第２６６号）か

ら灯火制御信号を受けて、飛行場灯火の点滅を含む光度制御が適切に行える
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機能を有するものとする。

５．２ 装置の構成と系統

５．２．１ 構 成

本装置は、次の機器により構成されるものとする。

(1) 定電流調整装置（ＣＣＲ）

(2) 出 力 装 置（Ｏ Ｐ）

５．２．２ 種類及び定格

(1) ＣＣＲの種類及び定格は、表１のとおりとする。

(2) 出力装置の種類及び定格は、表２のとおりとする。

表 １ ＣＣＲの種類、定格

定格電圧 定格容量 出力回路
型 式 種別 盤 ,回路構成 特 記 事 項

周 波 数 (kVA) 電 圧
(kV)

SCR-1.5RW 1.5 × 2 列盤組込 出力装置
RW 型

SCR-3.5RW 1 又は 3 φ 3.5 × 2 (2 回路収納 ) (OP-C/0,D/0) 内蔵
415V

SCR- 1.5 R 又 は 1.5
210V

SCR- 3.5 R 3.5 3
SCR- 5 R 5

R 型 列盤組込 出力装置 (OP-C)
SCR- 10 R 50 又は 10
SCR- 15 R 60Hz 15 (1 回路収納 ) と組合せ

SCR- 20 R 20
SCR- 30 R 1又は 3φ 30 5

415V
50又は 60Hz

注 1 予備器は型式末尾にＳを付す。 （ ただし 、 ＲＷ型は除 く 。 ）

表 ２ 出力装置の種類、定格

回 路 構 成
型式 種 別 盤構成 特 記 事 項

入力回路 出力回路

OP-C/0 1 SCR-1.5R,RW 及び
C 型 SCR-3.5R,RW に内蔵

常用ＣＣＲ×１
OP-C/1 常用－予備 1 列盤組込 SCR-R と組合せ

予備ＣＣＲ×１ (避雷器付 )
切替型

OP-C/2 1 SCR-R,OP-D/1 と組合せ
(避雷器なし )

OP-D/0 OP-C/0 × １ ２ SCR-1.5RW 及び
Ｄ型 SCR-3.5RW に内蔵

列盤組込 (避雷器付 )
方向切替型

OP-D/1 OP-C/2 × １ ２ OP-C/2 と組合せ
(避雷器付 )

OP-M/1 常 用 Ｃ Ｃ Ｒ × １ １
予 備 Ｃ Ｃ Ｒ × １ 誘導路灯回路に適用

M 型
OP-M/2 常 用 Ｃ Ｃ Ｒ × ２ ２ 接地継電器、避雷器付

常用－予備 予 備 Ｃ Ｃ Ｒ × １
列盤組込

OP-M/3 手動切替型 常 用 Ｃ Ｃ Ｒ × ３ ３
予 備 Ｃ Ｃ Ｒ × １

OP-M/4 常 用 Ｃ Ｃ Ｒ × ４ ４
予 備 Ｃ Ｃ Ｒ × １
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５．３ 装置の標準化

(1) ＣＣＲ及び出力装置は、金属製箱体（盤）に収納するものとし、表３

の寸法により標準化するものとする。

(2) ＣＣＲ及び出力装置の各盤は、それぞれ独立した盤構成とし、盤相互

間はケ－ブルによる接続を標準とする。

(3) ＣＣＲ及び出力装置の標準配列は、次によるものとする。

イ Ｒ型ＣＣＲと出力装置は、ＣＣＲを下段に出力装置（ＯＰ－Ｃ）を

上段に配置する段積配列とし、いずれもケ－ブル配線による電源引込

が可能なものとする。

ロ ＲＷ型ＣＣＲと出力装置は、常用器（方向切替装置内蔵）を下段に、

予備器（常用・予備切替装置内蔵）を上段に配置する段積配列とし、

いずれもケ－ブル配線による電源引込が可能なものとする。

なお、内部配置は前面にＣＣＲを、裏面に切替器を配置する。

(4) 本装置を構成する各機器及び部品は、保全作業を容易にするため、各

機器間の整合性と標準化を考慮し、また、ユニット化を図るものとする。

(5) 本装置の構成部品は、共通ユニットの割合を高くし、また、各ユニッ

トの組替えにより異なった種類の装置が得られるよう標準化 された もの

とする 。

表 ３ 盤の標準寸法

寸 法 (mm) 収納装置の台数
備 考

高さ (H) 巾 (W) 奥行 (D) ＣＣＲ ＯＰ

1,150以下 800以下 1,500以下 1 台 1 台

５．４ システムの保全性、安全性

(1) 複数のＣＣＲ及び出力装置を設置する場合、通電中であっても特定の

ＣＣＲ及び出力装置の点検が行える回路構成とし、点検中に充電部に触

れる恐れのないよう適切なインタ－ロック機能を備えるものとする。

(2) ユニットは容易にかつ安全に交換できるものとし、また、重量ユニッ

トは車輪引出し構造等とする。

(3) 電力機器ユニットには、油入型は使用しないものとする。

(4) 高圧ユニットと低圧ユニットを同一盤内に設置するときは、高圧部に

は容易に接触しないように配置する。

(5) 各盤間には金属製隔壁を設け、災害波及防止対策を講じるものとする。

(6) 各装置は、保全作業のため現場で装置の監視及び操作が可能な機構を

有するものとする。

５．５ システム冗長性、信頼性

(1) 設置されている予備器が常用器に切り替られたときは、他の常用器回

路に重複して切り替えられないようインタ－ロック機能を設けるものと

する。また、予備器の入力回路には、切り替えた常用器と同じ回路の相
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を選択して接続できる機能を設けるものとする（ＲＷ型を除く。）。

(2) ＣＣＲの入力回路に異常が生じた場合、手動により他の電源配線に切

り替え、また、重複して切り替えられないようインタ－ロック機能を設

けるものとする。

(3) 本装置の構成部品には、信頼性の高い部品を使用するものとする。

５．６ 隣接システムとの整合性・インタ－フェイス

(1) 本装置は、管制塔及び飛行場電源室に設置される灯火運用・監視装置

との情報の授受を行いつつ運用するものとし、その細部は次によるもの

とする。

イ 本装置は、灯火運用・監視装置との整合性を保障するものとする。

ロ 本装置には灯火運用・監視装置との間で必要な制御情報及び監視情

報を受渡しするためのインタ－フェイス機能を備えるものとする。

ハ インタ－フェイス機能は、本装置又は灯火運用・監視装置に生じた

故障が相互に波及し難いよう適切な処置を講じたものとする。

(2) 電源の停電時に異常動作等を生じないものとする。また、電源設備に

異常な進相電流の発生を生じないものとする。

(3) 本装置の出力側に接続されるケ－ブル配線、ゴム被覆絶縁変圧器及び

灯器に対し、次のいずれの状態においても異常を与えないものとする。

イ ＣＣＲの入・切、光度切替及び連続運転時

ロ ゴム被覆絶縁変圧器の２次開放、２次短絡及び灯器点灯時

６ 仕様及び細部性能

６．１ ＣＣＲ

６．１．１ 出力電流制御

(1) ＣＣＲは、表４に示す光度選択タップを有するものとする。各光度タ

ップの出力電流は、２．８Ａから６．６Ａの間で、表４の段階別に設定

できるものとする。

(2) 定格負荷の１／４から定格負荷の間の負荷に対し表４に示された入力

電圧の範囲内で、指定された出力電流が確保できるものとする。

なお、接続される負荷の種類は、抵抗及びゴム被覆絶縁変圧器を介し

た灯器（電球、ＬＥＤ）とする。

(3) 接続された定格負荷の１０％に相当する灯器が不点もしくはゴム絶縁

変圧器の２次側が開放した場合においても、前 (2)項 に適合するものと

する。

(4) 次の条件で出力電流が変化したときの応動特性は、０．３秒以内とし、

ラッシュ電流を防止するソフトスタ－ト特性を有するものとする。

イ 電源の投入時

ロ 入力電圧の変化時

ハ 光度タップの切替え時
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表 ４ 出力電流

光度選択区分 標準設定値 (A) 入力電圧変動 (V) 出力電流裕度 (A) 適合 C C R

６ .６

５ .２ 定格入力電圧
ＰＡＬＳ

5 タップ型 ４ .１ ±１０％ 出力電流± 0.1
ＲＥＤＬ

３ .４ 50又は 60Hz

２ .８

６ .６
定格入力電圧 ＰＡＰＩ

3 タップ型 ５ .５ ±１０％ 出力電流± 0.1
50又は 60Hz ＴＷＹＬ

４ .８

６．１．２ 平均効率

平均効率（２５％、５０％、７５％、１００％負荷の平均）は定格入力

電圧、定格出力電流及び定格負荷において８０％以上とする。ただし、５

ｋＶＡ以下は、７５％以上とする。

６．１．３ 入力力率

(1) 入力力率は、定格入力電圧、定格出力電流及び定格負荷において９０

％とする。ただし、負荷の力率は１００％とする。

(2) 運転時、停止時のいずれの状態においても、進み力率とはならないも

のとする。ただし、運転動作状態には最大１０％灯器不点状態を含むも

のとする。

６．１．４ 出力開路電圧

定格入力電圧で運転動作中、負荷回路を開放したときの出力電圧（実効

値）は、定格時の１４０％以下とする。

６．１．５ 出力波形

出力波形は７．３．５項の試験を行ったとき、試験用ゴム被覆絶縁変圧

器の２次開放電圧（波高値）が１，５００Ｖ以下となるものとする。

６．１．６ 絶縁性能

７．３．８項の試験に適合するものとする。

６ .１ .７ 温度特性

７．３．９項の試験に適合するものとする。
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６．１．８ 回路構成

(1) ＣＣＲの回路構成は、図１によるものとする。

(2) 力率改善用コンデンサは使用しないものとする。

(3) 予備器の入力回路には、３相のうちいずれか１相を選択して接続する

ための電磁接触器を設け、選択した常用ＣＣＲと同相に切替え接続がで

きるようにする。ただし、インバータ等を用いて３相入力電源が平衡化

され、相選択が不要な場合はこの限りでない。

６．１．９ 構成部品ユニット

(1) ＣＣＲを構成する機器及び部品は、保全性を向上させるため、表５に

示すユニット構成を標準とし、ユニットごとに取外しが可能なものとす

る。

(2) 出力変圧器ユニットはケ－ブル取外し後、引出しができる車輪付き構

造等とする。また、各ユニットへの制御又は操作配線は、原則としてコ

ネクタを使用した着脱可能なものとする。

表 ５ 構成ユニット一覧表

No 構 成 機 器、部 品 内 容

1 配線用遮断器 (主回路用、制御回路用 )

2 電力変換器

3 出力変圧器

4 出力電流検出変流器

5 制御回路、保護回路

6 操作スイッチ、表示灯

６．１．１０ 定電流機構

定電流機構は、電力変換装器、出力変圧器、出力電流検出変流器及び制

御回路より構成されるもので、細部は次によるものとする。

(1) 電力変換装器

電力変換器は主回路変換部に半導体素子等を用い、定電流制御機

能を満足するものとし、保守性を考慮したものとする。

(2) 出力変圧器

出力変圧器の２次側には、表６に示す中間タップを設け、負荷容

量が定格出力容量以下の時はその負荷容量に応じて切替えができる

ものとする。

ただし、入力力率等が負荷量の影響を受けない場合はこの限りで

ない。

(3) 出力電流検出変流器は、電流計用変流器とは共用しないものとす

る。
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表 ６ 中 間 タ ッ プ

ＣＣＲ容量 (kVA) 中 間 タ ッ プ (kVA)

１ .５ ０．７ ０．９ １．１ １．３ －

３ .５ １ １．５ ２ ２．５ ３

５ ２．５ ３ ３．５ ４ ４．５

１０ ５ ６ ７ ８ ９

１５ ７．５ １１ １２ １３ １４

２０ １０ １６ １７ １８ １９

３０ １５ ２２ ２４ ２６ ２８

６．１．１１ 保護及び異常警報

ＣＣＲには、次の保護及び警報機構を備えるものとする。なお、各機構

の動作復帰は、盤表面に設けた操作パネルで行うものとする。

また、動作表示を遠方においての表示が可能なものとする。

(1) 開路保護

負荷側の開路による被害を防止するため、開路保護機構を設ける。

保護機構は、出力回路開放後０．５秒以内に入力開閉器を遮断開放

し、動作状態を表示装置、ブザー等で警報する。ただし、監視室に

設置されている場合は ､表示装置のみの警報とする。

(2) 過電流保護

負荷回路の損傷を防止するため、過電流が生じた際は、入力開閉

器を遮断開放するとともに、表示装置、ブザー等で警報する。ただ

し、監視室に設置されている場合は、表示装置のみの警報とする。

保護操作時間は表－７とする。

表 ７ 過電流保護条件

出力電流範囲（Ａ） 保護動作

６．７５以上７．００未満 ３秒継続した場合２秒以内に遮断

７．００以上７．２０未満 １秒継続した場合２秒以内に遮断

７．２０以上 ０．３秒以内に遮断
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(3) 負荷回路異常警報

負荷回路配線の接触不良等によるア－クの発生又は標準負荷条件

において出力容量の５％以上の断芯を検出し、表示装置、ブザー等

で警報する。ただし、監視室に設置されている場合は、表示装置の

みの警報とする。

また、状態回復のとき警報信号は消滅するよう回路を構成するも

のとする。

※上記における断芯とはゴム被覆絶縁変圧器２次側開放状態を示

し、容量はゴム被覆絶縁変圧器の定格容量とする。

(4) 主回路異常警報

主回路に許容値以上の大電流が流れた場合には、速断性ヒュ－ズ

により０．０１秒以内に回路を開放し、表示装置、ブザー等で警報

する。ただし、監視室に設置されている場合は、表示装置のみの警

報とする。

(5) 異常パルス電圧保護

雷撃等による入力側及び出力側よりの異常パルス電圧に対してＣ

ＣＲを保護するため、各極と接地間及び出力変圧器の１次側線間に

保護回路を設けるものとする。

(6) 制御回路異常警報

主制御回路に異常が生じ、制御に影響を及ぼすおそれがある場合

は、表示装置、ブザー等で警報する。ただし、監視室に設置させて

いる場合は、表示装置のみの警報とする。

６．１．１２ 操作機構と表示

ＣＣＲの表面には、次の操作部及び表示灯を設けるものとする。

(1) 操作場所切替部

電源の入・切及び光度タップ選択の操作場所を直接又は遠方のい

ずれかに切替えるための機能とし、直接又は遠方のいずれかを選択

しているかの表示を行うものとする。また、遠方に切替えたときは、

次の (2)、 (3)項の操作が、遠方より行えるものとする。

(2) 光度タップ選択部

光度タップ選択を手元で操作するための機能とし、前 (1)項の操

作所切替部が直接に切替えられている条件で操作できるものとする。

光度タップ選択は、５タップ型にあっては０、１、２、３、４、

５の５段階に、３タップ型は０、１、２、３の３段階の光度タップ

のいずれかを任意に選択できるものとし、タッチパネル等は誤操作

を考慮したものする。

操作部は、直接又は遠方のいずれから操作しても、選択した光度

タップを表示できるものとする。

(3) 電源操作部

電源を手元で入・切するための機能とし、前 (1)項の操作部が直

接側に切替えられているときのみに操作ができるものする。操作部

はタッチパネル等であっても、直接、遠方のいずれから操作しても

常時入・切の個別表示ができるものとする。
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(4) 警報表示

次の警報表示及び復帰機能を設ける。

イ 開路

ロ 過電流

ハ 負荷回路異常（ア－ク、断芯）

ニ 主回路異常（全短絡）

ホ 制御回路異常

(5) 出力電流表示

出力電流（目盛 0～ 7.5A）を表示できる装置を設ける。

(6) 受電表示

主電源の受電状態を示す表示灯を設ける。

(7) 電源切替表示

いずれの側の電源に切替られているかを示す表示灯を設ける。

(8) ＣＣＲ予備器運転状態表示

出力装置からの切替表示出力信号により、どの灯火が運用されて

いるかを示す表示装置を設ける。ただし、ＲＷ型を除くものとする。

６．１．１３ 遠方制御と監視

灯火運用・監視装置との間で、前６．１．１２項 (1)から (7)までの各号

の制御及び監視を行うための信号が授受できる機能を有するものとする。

６．１．１４ 配線

(1) 入力配線

ケ－ブル引込式とし、ケ－ブルを接続するための端子台を設けるも

のとする。

(2) 盤内配線

低圧配線に使用する電線は原則としてＩＥ電線、ＨＩＶ電線とし、

高圧配線にはＫＩＰ電線を使用する。

なお、ＣＣＲの主回路配線には、容量変更に対応できるように形式

の最大容量を有する電線を使用する。ただし、Ｒ型は、高圧と低圧と

の区別を超えない範囲で対応するものとする。

(3) 接地配線

ＲＷ型、Ｒ型ＣＣＲの接地配線は、機器接地用と避雷器接地用の２

系統を分離し、２本の接地母線を設け、それぞれＡ種接地ができるよ

うに配線する。また、接地配線には原則として緑色又は緑／黄のＩＥ

電線又はＫＩＶ電線を使用する。

(4) 出力配線

出力側配線には、「航空照明用ゴム絶縁クロロプレンシ－スケ－ブ

ル仕様書」（防灯仕第１１１号）に定められた５ｋＶ単芯 8mm 2 クロロ

プレンシ－スケ－ブルを使用、端末には「航空照明用プラグ・レセッ

プ仕様書」（防灯仕第５７号）によるＰ－１Ａ型プラグ、Ｐ－１Ｂ型

レセップを装着する。

なお、負荷回路電圧が３ｋＶの場合は、同仕様書による３ｋＶ単芯

８ mm 2クロロプレンシ－スケ－ブルを使用、端末にはＰ－２Ａ型プラ
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グ及びＰ－２Ｂ型レ セップを装着する。

ケ－ブルは、プラグ、レセップの部分で２組の絶縁ケ－ブルサポ－

トにより固定するものとする。また、ケ－ブルサポ－トは、プラグ、

レセップを抜き差しするのに便利な位置及び高さに取付けるものとす

る。ただし、列盤構成における隣接盤間の配線は、圧着端子による接

続とする。

(5) 制御配線

制御配線は、高圧又は低圧の配線と充分な離隔距離をとって配線す

るものとし、また、外部配線を接続するための端子台又はコネクタを

設けるものとする。

(6) 表示灯

表示灯には、原則としてＬＥＤ素子（発光ダイオ－ド）を使用する。

６．１．１５ 外箱等

(1) 構 造

外箱は、鋼板製自立型とし、前面と背面には容易に保守点検ができ

るよう扉又は取外しが可能な囲い板を設ける。

(2) 材 料

外箱に使用する鋼板の厚さは、扉部 2.3mm以上、その他は 1.6mm以上

とする。

(3) 塗 装

盤表面は、塗装下地処理の後、下塗り、パテトギ、中塗り、上塗り

を、また、盤内面は下地塗装処理後下塗り、上塗りとし、いずれもメ

ラミン焼付け仕上げとする。

なお、塗装色については指定されたものとする。

６．１．１６ 銘板等

(1) 銘 板

９．１．１項によるものとする。

(2) 結線図

外箱内側の見易い位置に結線を記入した結線図を取り付ける。

なお、材質については経年劣化を考慮したものとする。

(3) 記 号

内部結線に使用する配線及び端子台には、デバイスや端子番号など

すべて記号を付するものとする。

６．１．１７ その他

(1) ＣＣＲ出力電流計測用トランスジューサー付属

必要に応じＣＣＲ出力電流を監視制御システムで計測するためトラ

ンスジューサーを設けるものとする。入力は０～５Ａ、出力は４～２

０ｍＡとする。
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６．２ 出力装置

６．２．１ 開閉性能

出力装置の切替開閉器の開閉性能は表８による。

表 ８ 開 閉 性 能

仕 様

項 目

C／ O、 D／ O型 C／O、 D／O型以外

定 格 電 圧 ６００ Ｖ 50／ 60Hz ７ .２ kＶ 50／ 60Hz

使 用 電 圧 ５５０ Ｖ 50／ 60Hz ６ .６ kＶ 50／ 60Hz

定 格 電 流 １０ Ａ １０ Ａ

使 用 電 流 ６ .６ Ａ ６ .６ Ａ

開閉容量の級 ＡＣ－１級 ＡＣ－１級

開閉頻度の種類 ５号 ( ３０ 回／ h) ５号 ( ３０ 回／ h)

機 械 的 寿 命 ４種 (２５万回以上 ) ４種 (２５万回以上 )

電 気 的 寿 命 ４種 ( ５万回以上 ) ４種 ( ５万回以上 )

６．２．２ 切替性能

(1) Ｄ型（方向切替型）

切り替えは、現使用回路と選択する他の回路とを並列に接続し、接

続が完全に完了した後現使用回路を開放することにより選択する他の

直列点灯回路に切替える機能を有するものとする。また、切替動作中

はＣＣＲ出力を保護する機構を設ける。

(2) Ｃ型（常用・予備切替型）

イ ＣＣＲ運転中の場合

常用ＣＣＲを予備器に切り替える場合、常用器の入力接触器を開

放した後負荷回路を予備器に切り替えるものとする。

なお、遠方操作の場合は、これに続いて予備器の入力接触器を投

入するものとする。

また、予備器から常用器に切り替える場合も同様とする。

ロ ＣＣＲ休止中の場合

常用器が故障等により停止の際は、直ちに負荷回路を予備器に切

り替えるものとする。また、予備器より常用器に切り替える場合も

同様とする。

(3) 切替動作時間は１秒以内とする。
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(4) 切替操作の電気特性は次による。

イ 最低動作電圧はＣ／Ｏ、Ｄ／Ｏ型を除き、定格操作電圧の８５％

以下、最低引外し電圧は同じく７５％以下とする。

ロ 投入及び引外し電流は、操作回路の定格電圧が交流１００Ｖの場

合、投入電流は２５Ａ以下引外し電流は５Ａ以下とする。

(5) Ｍ型（常用・予備手動切替型）

誘導路灯回路において常用ＣＣＲを予備器に切り替える場合、常用

ＣＣＲの出力ケ－ブルと負荷ケーブルを手動にて切離し、予備ＣＣＲ

側に手動にて接続替えするものとする。また予備ＣＣＲの入力相選定

及び予備ＣＣＲの遠方操作設定のため盤前面扉の予備器設定スイッチ

を対応する負荷に選択設定するものとする。

６．２．３ 絶縁性能

７．４．３項の試験に適合するものとする。

６．２．４ 温度性能

７．４．５項の試験に適合するものとする。

６ .２ .５ 回路構成

回路構成は、図１によるものとする。

６ .２ .６ 構成部品ユニット

(1) 回路を構成する機器及び部品は、保全性を向上させるため、表９に

よるユニット構成を標準とし、ユニットごとに取り外しが可能なもの

とする。

表 ９ 構成ユニット一覧表

No 構 成 機 器、 部 品 内 容

1 切替開閉器、制御回路

2 避雷器、接地継電器

3 制御用変圧器、継電器 ､制御基板

4 操作スイッチ、表示灯

注 表中 No1, 2, 3のユニット構成機器は ､出力装置の種類によって

異なるもので、詳細は図２による。

(2) Ｎｏ１ユニットは車輪引出型とし、また、主回路との電気接続はプ

ラグイン方式とする。

(3) Ｎｏ１ユニットは、通電状態では引出しができないようなインタ－

ロック機構を有するものとする。
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(4) ユ ニットの操作、制御配線の接続はコネクタによるものとし ､着脱

自由なものとする。

６．２．７ 切替開閉器

切替開閉器は、接触子、切替開閉機構、操作表示部により構成され、そ

の細部は次によるものとする。

(1) Ｄ型（方向切替型）、Ｃ型（常用・予備切替型）は、切替開閉機構

を除き外形寸法、構造及び使用部品は、共通性のある標準化したも

のとする。

(2) 接触子は、６ .２ .１項に示された性能に耐えるもので、定格使用状

態において、接触不良、うなり、ばたつき等の異常を生じることなく、

電気的、機械的な寿命を補償できるものとする。

接触子の型式は真空バルブ型とし、保守交換が容易に行えるものと

する。また、Ｃ／Ｏ型、Ｄ／Ｏ型は低圧電磁接触器とする。

(3) 切替動作は、電気的動作及び手動（ハンドル操作）の２方式とする。

ただし、Ｃ／Ｏ型、Ｄ／Ｏ型は、電気的動作のみとする。

電気的動作は、遠方、直接のいずれからも操作できるものとする。

また、電気的動作の場合は機械的保持式とし、動作表示も機械的保持

方式とする。

(4) 切替開閉器には、次の機能を備えるものとする。

イ 開閉表示（機械的表示） Ｃ／ＯＤ／Ｏ型は除く

ロ 動作回数表示（動作回数計） Ｃ／ＯＤ／Ｏ型は除く

ハ 操作電源表示（電気的表示）

ニ 切替用途表示（銘板）

(5) 切替開閉器には出力盤表面及び遠方から、次の操作と表示が行える

よう構成し、必要な場合は信号出力端子を設けるものとする。

イ 操作場所切替操作及び表示

ロ 常用・予備器切替操作及び表示（Ｃ型）

ハ 方向切替操作及び表示 （Ｄ型）

６．２．８ 保護機構

出力装置には、次の保護及び警報機構を備えるものとする。

(1) 接地警報（Ｃ型、Ｍ型）

負荷回路の絶縁抵抗値を表示し、かつ、絶縁抵抗値が設定値以下に

低下した場合表示灯及びブザ－で警報を発生する機構とする。ただし、

監視室に設置されている場合は、表示灯のみの警報とする。

絶縁抵抗検出機構（接地抵抗計）は直流印加方式とし、絶縁抵抗値

は計器により直読できるもので、瞬時の絶縁抵抗低下時は動作せず、

約１０秒間連続して低下したとき動作するようタイマ－機能を付属す

るものとする。また、警報信号は自己保持しない構造とする。
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図：接地警報回路図

(2) 雷サ－ジ保護

ＣＣＲ出力側に接続される機器を誘導雷より保護するため、接続さ

れた機器と絶縁協調のとれる避雷器を設けるものとする。

６ .２ .９ 操作機構と表示

出力装置の表面には、次の操作スイッチ及び表示灯を設けるものとする。

(1) 操作場所切替えスイッチ（Ｃ型、Ｄ型）

切替開閉器の操作場所を直接又は遠方のいずれかに切り替えるため

のスイッチとし、直接又は遠方のいずれかを選択しているかの表示を

行うものとする。

(2) 常用・予備切替えスイッチ（Ｃ型）

常用器・予備器の切替えを手元で行うためのスイッチとし、前 (1)

項のスイッチが直接に切替えられているとき操作できるものとする。

また、常用器、予備器のいずれを選択しているかを操作場所にかか

わらず表示できる機能を有するものとする。

(3) 方向切替えスイッチ（Ｄ型）

点灯方向切替えを手元で行うためのスイッチとし、前 (1)項のスイ

ッチが直接に切替えられているとき操作できるものとする。

また、いずれの方向を選択しているかを操作場所にかかわらず表示

できる機能を有するものとする。

(4) 接地抵抗と警報表示（Ｃ型、Ｍ型）

６ .２ .８ (1)項 の接地抵抗計（埋込型）又は表示装置を備えるもの

とする。

(5) 予備器設定スイッチ（Ｍ型）

常用器・予備器の出力ケーブルを切替後、予備ＣＣＲの入力相の選

択及び遠方からの操作設定のため対応する負荷に選択設定するものと

する。

６．２．１０ 遠方制御と監視

灯火運用・監視装置との間で、前６．２．９ (2)、 (3)項及び (4)項 の制

御及び監視を行うための信号が授受できるものとし、外部信号を接続する

端子台又はコネクタを設けるものとする。
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６．２．１１ 配 線

(1) 盤内配線

６．１．１４ (2)項による。

(2) 入力・出力配線

６．１．１４ (4)項による。

(3) 接地配線

６．１．１４ (3)項による。

(4) 制御配線

６．１．１４ (5)項による。

６．２．１２ 外箱等

６．１．１５項による。

６．２．１３ 銘板等

６．１．１６項による。

７ 試 験

７．１ 外観・構造

構造・寸法、仕上げ、塗装及び内部構成機器の引出し、操作機構等が本仕

様書に適合するものとする。

７．２ 性能試験

７．２．１ インタ－ロック試験

５．４ (1)項及び６．２．６ (3)項に適合するものとする。

７．２．２ 予備器切替試験

常用器ＣＣＲの運転を停止させ、予備器ＣＣＲに切り替えたとき、５．

５ (1)項及び (2)項に適合するものとする。

７．３ ＣＣＲ性能試験

７．３．１ 出力電流制御性能試験

(1) ＣＣＲに定格負荷を接続し、入力電圧を６．１項表４に示す範囲で

変化させたとき、出力電流の裕度は表４の範囲内とする。

(2) 定格出力の１／４の負荷を接続して前 (1)項の試験を行うものとす

る。

なお、この場合出力変圧器の２次側タップは切り替えないものとす

る。

(3) ＣＣＲに定格負荷量に対し、１０％を断芯状態として試験したとき、

６．１．１ (3)項に適合するものとする。

(4) ＣＣＲに定格負荷を接続し、定格入力電圧において６．１．１ (4)

項に示す条件で出力電流を変化させたときの対応特性を測定したとき、

６．１．１ (1)項及び (4)項に適合するものとする。

７．３．２ 平均効率試験

定格負荷の２５％、５０％、７５％、１００％負荷を接続し、定格入力
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電圧を印加したときの定格出力電流における入力電力と出力電力を測定す

る。平均効率は次式により算出し、６．１．２項に適合するものとする。

出力電力
効率＝

入力電力

（２５％＋５０％＋７５％＋１００％時の効率）
平均効率＝

４

７．３．３ 入力力率試験

(1) 定 格負荷を接続し、定格入力電圧を印加して、定格出力電流にお

いて入力力率を力率計により測定したとき、６．１．３ (1)項に適合

するものとする。

(2) 前 (1)項条件で、接続された負荷の１０％をランプ断芯状態とした

とき、入力力率が進み力率とならないものとする。

７．３．４ 出力開路電圧試験

定格入力電圧で運転中２次側回路を開放し、出力電圧を測定したとき、

６．１．４項に適合するものとする。

７．３．５ 出力波形試験

定格負荷を接続し、この負荷の一部を試験用ゴム被覆絶縁変圧器として

その２次側を開放し、変圧器２次開放電圧の波高値をシンクロスコ－プで

測定したとき、６．１．５項に適合するものとする。

７．３．６ 保護及び警報機能試験

(1) 開路保護

６．１．１１ (1) 項に適合するものとする。

(2) 過電流保護

６．１．１１ (2) 項に適合するものとする。

(3) 負荷回路異常警報

ア－ク検知警報は、負荷回路にアーク波形を模擬する試験器を用い

て、機能を試験する。

断芯検知警報は、ゴム被覆絶縁変圧器の２次側を順次開放し、出力

容量の５％以上の断芯で警報を発生するものとする。

なお、この試験はすべてのタップ段階で行うものとする。

(4) 主回路異常警報

６．１．１１ (4) 項に適合するものとする。ただし、速断ヒュ－ズ

の過電流遮断性能は、製造者の試験デ－タによって代えることができ

るものとする。

７．３．７ 操作及び表示機能試験

次のスイッチ及び表示機構は、６．１．１２項に適合するものとする。

(1) 操作場所切替スイッチ
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(2) 光度タップ選択表示（直接及び遠方）

(3) 電源スイッチ（直接及び遠方）

(4) 出力電流表示

(5) 受電表示、電源切替表示、ＣＣＲ運転状態表示

７．３．８ 絶縁性能試験

(1) 絶縁抵抗試験

次項の耐電圧試験の前後、導電部一括と非導電部間の絶縁抵抗を測

定したとき、表１０の値以上とする。

表 １ ０ 絶縁抵抗試験

回 路 電 圧 絶縁抵抗値 測 定 器

６ ０ Ｖ以下 ５ M Ω以上 250 Ｖ絶縁抵抗計

６ ０ Ｖ を超え ６ ０ ０ Ｖ以下 ５ M Ω以上 500 Ｖ絶縁抵抗計

６ ０ ０ Ｖ を超える もの ５ M Ω以上 1,000 Ｖ絶縁抵抗計

注 半導体を含むプ リン ト基板は取り外して試験する 。

(2) 耐電圧試験

導電部一括と非導電部間に、使用回路電圧に応じて表１１に示す周

波数５０Ｈｚ又は６０Ｈｚの正弦波に近い交流電圧を１分間印加した

とき、これに耐えるものとする。

表 １１ 耐 電 圧 試 験

項 目 公称回路電圧(Ｖ) 試験電圧(Ｖ) 備 考

操作制御回路 60 以下 1,000

外部端子を含む制御回路

(交、直流 ) 60～ 125 1,500

主 回 路 300 以下 1,500 210V入力端子、 1.5kVA CCR出力

(交流 ) 300～ 600 1,890 415V入力端子、 3.5kVA CCR出力

600～ 1,500 6,000 5kVA CCR出力

1,500～ 3,000 9,500 10kVA, 15kVA CCR出力

3,000～ 5,000 13,500 20kVA, 30kVA CCR出力

注 半導体を含むプ リン ト基板は取り外して試験する 。
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(3) 雷インパルス耐電圧試験

導電部一括と非導電部間に、ＣＣＲ型式に応じた表１２に示す波形

の電圧を印加したとき、これに耐えるものとする。

表 １２ 雷インパルス耐電圧試験

ＣＣＲ型式 絶縁階級 波高値、波形 備 考

10 kVA型、 15 kVA型 ３号Ｂ 30kV( 1.2/50μＳ )

20 kVA型、 30 kVA型 ６号Ｂ 45kV( 1.2/50μＳ )

７ .３ .９ 温度試験

周囲温度４０℃以下の環境で、６．１．１ (2) 項に定める全負荷を接続し、

定格入力電圧により最大タップ電流で８時間以上各部の温度上昇値がほぼ一

定となるまで運転したとき、各部に異常が生ずることがなく、また、各部の

温度上昇値を測定したとき、表１３の値以下とする。

連続運転中の入力電圧及び出力電流を記録計により記録するものとする。

表 １３ 温度上昇値

絶縁種別 温 度 上 昇 値 (℃ deg)
測定法

測定個所 Ａ種絶縁 Ｂ種絶縁 Ｆ種絶縁 Ｈ種絶縁

巻 線 部 温度計法 ６５ ９０ １１５ １４０

鉄 心 部 〃 ６５ ９０ １１５ １４０

コ ン デ ン サ 〃 － － － － ２５

電 力 変 換 器 〃 － － － － サイリスタ
( 基 準 点 ) ７５

サイリスタ

以外

１００

７．４ 出力装置性能試験

７．４．１ 開閉性能試験

(1) 機械的寿命

切替開閉器等を正常な使用状態と同様に導体を接続して設置し、主

回路は無充電とし、操作回路は定格電圧により操作電磁コイルに通電、

３０回／毎時又は、それ以上の開閉頻度で動作させたとき、締付部及

び導体接続部分に有害なゆるみ等が生じることなく正常に動作し、６．

２．１項に適合するものとする。ただし、２５万回の１／１０の回数
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ごとに次の手入れを行うことができるものとする。

イ 分解を除く開閉器全体の清掃

ロ 正常な使用状態での潤滑が、製造者より指定されている部分へ

の注油

ハ 接触子間距離及び接触子圧の調整（切替開閉ユニットの構造に

より調整できるものに限る。）

ニ 消耗した接触子の交換

ホ 試験時間を短縮するため所定の開閉頻度を超過して試験を行う

場合は、操作電磁コイルの交換

(2) 電気的寿命試験

切替開閉器等を正常な使用状態と同様に導体を接続して設置し、主

回路に定格使用電流（力率０ .９５）を通電し、３０回／毎時の開閉

頻度及び使用率４０％で開閉動作させたとき、正常に動作し、かつ、

６．２．１項に適合するものとする。ただし、試験中の部品の交換及

び切替開閉器本体の手入れは行わないものとする。

７．４．２ 切替性能試験

(1) 直接及び遠方操作による切替操作を繰返し行ったとき、切替動作性

能は６．２．２ (1)、 (2)、 (3)項及び６．２．７項にそれぞれ適合す

るものとする。

(2) 切替操作の操作電圧及び電流特性は、６．２．２ (4)項の (ｲ)、 (ﾛ)

に適合するものとする。

７ .４ .３ 絶縁性能試験

(1) 絶縁抵抗試験

次項の耐電圧試験の前後、導電部一括と非導電部間の絶縁抵抗を測

定したとき、７．３．８項表１０の値以上とする。

なお、試験は接触子を閉じた状態で行うものとし、試験箇所は次の

とおりとする。

イ 導電部と非導電部間

ロ 接触子と操作回路間

ハ 接触子各極間

(2) 耐電圧試験

導電部一括と非導電部間に、使用回路電圧に応じて７．３．８項の

表１１に示す周波数５０Ｈｚ又は６０Ｈｚの正弦波に近い交流電圧を

１分間印加したとき、これに耐えるものとする。

なお、試験は接触子を閉じた状態で行うものとし、試験箇所は前

(1)のとおりとする。

(3) 雷インパルス耐電圧試験

導電部一括と非導電部間に、４５ｋＶ (1.2/50μＳ )の波形の電圧を

印加したとき、これに耐えるものとする。

７．４．４ 接地警報機能試験

出力側配線を５００ｋΩ、１ＭΩ、５ＭΩの抵抗で接地したとき、６．

２．８項の接地抵抗計の指針が同抵抗値を指示するものとする。
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また、接地抵抗計の指針を同抵抗値に設定したとき、警報を発生するも

のとし、更に同抵抗を除いたとき警報信号は消滅するものとする。

７．４．５ 温度試験

周囲温度４０℃以下の環境で、開閉器に定格使用電流を通電し各部の温

度上昇値がほぼ一定となるまで運転したとき、各部に異常が生ずることが

なく、また、各部の温度上昇値を測定したとき、表１４の値以下とする。

表 １４ 温度上昇値

測 定 個 所 測定法 温度上昇値 (℃ deg)

主 回 路 端 子 及 び 導 体 接 続 部 温度計法 ４０

金 属 部 〃 １５
手 動 操 作 部

絶 縁 部 〃 ３０

接続部に接続する金属部(Ａ種絶縁の場合) 〃 ６５

コ イ ル 〃 ８５

７．４．６ 操作及び表示機能試験

出力装置表面の各操作スイッチを操作したときの動作及び表示は、６．

２．９項に適合するものとする。
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８ 検 査

立会い検査は、表１５のとおりとする。

表 １ ５ 検査の項目

種 別 Ａ 欄
Ｂ 欄 備 考

検 査 項 目 (ア ) (イ )

7.1 外 観 ・ 構 造 各種１台 全数 ○

システム 7.2.1 システムインタ－ロック 各種１台 全数 ○

7.2.2 予 備 器 切 替 ﾊﾞﾝｸ１台 全数 ○

7.3.1 出力電流制御性能 (1) 各種１台 全数 ○

〃 (2) 〃 〃 ○

〃 (3) 〃 〃 ○

〃 (4) 〃 〃 ○

7.3.2 平 均 効 率 各種１台 全数 ○

7.3.3 入 力 力 率 (1) 各種１台 全数 ○

〃 (2) 〃 〃 ○

7.3.4 出力回路電圧 各種１台 全数 ○

Ｃ Ｃ Ｒ 7.3.5 出 力 波 形 ○

7.3.6 保護及び警報機能 (1) 各種１台 全数 ○

〃 (2) 〃 〃 ○

〃 (3) 〃 〃 ○

〃 (4) 〃 〃 ○ 注 3

7.3.7 操作及び表示機能 各種１台 全数 ○

7.3.8 絶 縁 抵 抗 各種１台 全数 ○

7.3.8 耐 電 圧 各種１台 全数 ○

7.3.8 雷インパルス耐電圧 ○ 注 3

7.3.9 温 度 ○

7.4.1 開 閉 性 能 (1) ○ 注 3

〃 (2) ○ 注 3

7.4.2 切 替 性 能 (1) 各種１台 全数 ○

〃 (2) 〃 〃 ○

7.4.3 絶 縁 抵 抗 各種１台 全数 ○
出力装置

7.4.3 耐 電 圧 各種１台 全数 ○

7.4.3 雷インパルス耐電圧 ○ 注 3

7.4.4 接地警報機能 各種１台 全数 ○

7.4.5 温 度 ○

7.4.6 操作及び表示機能 各種１台 全数 ○
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注 1 Ａ欄 (ア )に 原則として監督官立会いのうえ行う検査項目を、Ａ欄 (イ )

に製造者が社内において行う試験・検査項目を、Ｂ欄に製造者が同一設

計で最初の製品について行う試験・検査項目を示す。

2 Ｂ欄○印は試験・検査の実施を示す。

3 製造者の社内試験デ－タの確認により、試験に代えることができるも

のとする。

９ 表示及び梱包

９．１ 表 示

９．１．１ 本体表示

装置本体には、次の事項を明確に表示する銘板を取り付けるものとする。

また、内部構成主要部品には、製造者名、部品名、製造年月を表す管理

記号を鋳造、刻印、不滅インク等で表示する。

型式・品名

製 造 年 月

製 造 番 号

製 造 者 名

９．１．２ 梱包表示

梱包の２側面には、適当な方法で次の事項を表示する。

型式・品名

数 量

製 造 者 名

９．２ 梱 包

運搬中損傷しないよう、十分な強度を有する木箱等の適切な方法で梱包す

る。

９．３ 取扱説明書

設置及び保守点検に必要な、次の取扱説明書を提出する。

(1) 部品表のすべての構成部品を表す回路図

(2) 製造者、型式及び定格を記入した部品表

(3) 保守要領書

(4) 故障対策リスト（トラブルシュ－テング・チャ－ト）

(5) 操作説明書
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(
注
)
※
1
:
1
φ
入
力
タ
イ
プ
の
R
S
(
予
備
器
)
は
入
力
相
選
択
回
路
を
設
け
る
こ
と
。

　
　
※
2
:
図
は
1
φ
入
力
の
例
で
、
3
φ
入
力
の
場
合
は
入
力
3
線
と
な
る
。
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